
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22年度 地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定等事業 

 

新潟県地域新エネルギー重点ビジョン 

報 告 書 

 

 

小水力発電導入の可能性調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23年 2月 

 

新潟県 

 

 



 



は じ め に 

 

 現在の私たちの生活は、大量のエネルギーを消費しており、そうした私たちの生活を守

るためには、エネルギーを安定して供給することが必要ですが、日本は、石油、天然ガス

などの化石燃料に乏しく、その大部分を輸入に頼っているのが現状です。 

また近年、化石燃料を使い続けてきことによる地球温暖化が進行しており、その抑止に

ついて世界的な取組がなされています。 

 この「エネルギー問題」と「地球温暖化問題」の克服のためには、二酸化炭素の排出量

が少なく、純国産エネルギーとして繰り返し使うことが可能な新エネルギーの導入を促進

していく必要があります。 

 こうした状況の中、本県では、全国で 4 番目に高い水資源開発ポテンシャルを活用した

小水力発電の導入可能性について、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の

平成 22 年度「地域新エネルギー・省エネルギービジョン策定等事業」の補助により調査

を実施いたしました。 

今回策定した「小水力発電の導入可能性調査 報告書」は、本県において小水力発電を

導入するに当たって、課題の整理等、現状分析を行うとともに具体的モデル地点での導入

検討結果を示したものであり、今後は、県民、事業者の皆様や市町村のご理解とご協力を

いただきながら普及推進に努めてまいりたいと考えております。 

最後に、本報告書の策定にあたりご指導、ご助言をいただきました「小水力発電導入可

能性調査検討委員会」の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

 

平成 23年２月 

                        新 潟 県 知 事  泉 田 裕 彦 
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第１章 マイクロ水力発電の現状整理 
 
 
 
 

第１節 はじめに 

 
１. マイクロ水力発電の現状と調査の目的 

 
 水力発電の歴史  

 
水力発電は，日本国内では明治 20年代より導入が進み，第 2次世界大戦後まで電力需要の伸

びと呼応する形で大型化しながら，各地で多数開発されてきた。 戦後は，化石エネルギーによる火

力発電に主役の座を明け渡したが，オイルショック以降は貴重な国産エネルギーとして見直されて

おり，様々な要望に応える形で発展し続けている。 負荷追従能力を活かした揚水式発電などが登

場してはいるが，近年では開発余地が少なくなった大規模な水力発電設備から中小規模水力発電

の開発に社会の注目は移ってきている。 これは，技術の進歩や発想の転換等により小規模でも水

力発電設備の実現が見込めるようになったためでもあり，国や自治体，民間企業等で小水力発電施

設の導入検討が積極的に行われている。 
 
 

 水力発電の規模の定義  

 
旧来，電力会社が展開する大型の水力に対し，出力の小さいものを中小水力という区分けが行わ

れてきた。この小水力よりも，さらに小さい出力のものをマイクロ水力と称し，近年積極的に導入の検

討がなされている。 
過去には，その出力規模によって，表１－１のような「おおよその分類」が示されたこともあるが，一

般にはほとんど浸透しておらず，出典として引き合いには出されるものの，実状に即していない状況

である。 
大水力 １００,０００ｋＷ 以上  
中水力 １００,０００ｋＷ ～ １０,０００ｋＷ 
小水力 １０,０００ｋＷ ～ １,０００ｋＷ 
ミニ水力 １,０００ｋＷ ～ １００ｋＷ 
マイクロ水力 １００ｋＷ 以下  

表１－１ 水力発電のおおよその分類区分 
（出典：「マイクロ水力発電ガイドブック」P.13 NEDO） 

 
今日では，新エネルギー区分として水力発電設備をとらえることが多く，水力発電のうち出力が

1,000[kW]以下のものを対象に「新エネルギー」として捉えることとなった（「新エネルギー利用等の促
進に関する特別措置法施行令の一部を改正する政令」平成２０年４月１日施行）ことから，小水力発電の

出力上の分類についても，新エネルギーの区分けと同様に『1,000[kW]以下』とするのが一般的とな
っている。 すなわち現在では，1,000[kW]以下の水力発電設備を「小水力発電」もしくは「マイクロ水
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力発電」と呼称する事例が多い。 本報告書では，こうした事情を踏まえ，1,000kW以下のものを小
水力発電，100kW以下のものをマイクロ水力発電と呼称する。 

 
 

 水力発電の現状  

 
大型の水力発電設備については，電力会社や公営電気事業者による導入事例が本県も含め全

国で多数存在しているが，経済的見地や環境面等から新規開発はほとんど進まない状況である。 

また，中小水力については，水車において大水力のものを小型化し対応しているものが多いことから，

基本的に従来型水力の延長線上にあると考えることができるため，全国においても様々な導入事例

（第 2節に詳細を記載）が存在する。 本県においても少数だが実現事例が存在することから，検討
や実現に必要な情報は既に充実しているとも言える。 
しかしながら，本調査の主目的範囲とした 100[kW]以下レベルのマイクロ水力発電については，

水車が中小水力の延長線上の技術だけでは対応できない地点も存在することから，全国的に見て

も他の範となるような成功事例は少なく，本県においても導入事例は同様に少ない状況である。 
 
 

 本県における水力発電のポテンシャル  

 
資源エネルギー庁では，明治４３年以降継続して全国規模での包蔵水力調査を実施しており，そ

の調査の中で水力発電全般に対するポテンシャル（包蔵水力量）が報告されており，本県は全国第

４位と高いポテンシャルを有している。 
 
順位 都道府県名 包蔵水力[GWh] 既開発分 工事中 未開発分 
１ 岐阜 13,539 9,025 256 4,258 
２ 富山 12,864 10,452 0 2,412 
３ 長野 12,795 9,264 0 3,531 
４ 新潟 12,194 8,794 21 3,379 
５ 北海道 10,109 5,763 108 4,238 

表１－２ 都道府県別包蔵水力(上位２０都道府県)より抜粋 
（出典：資源エネルギー庁HP「水力のページ，データベース：日本の水力エネルギー量」 

http://www.enecho.meti.go.jp/hydraulic/data/index.html ） 
 
 
資源エネルギー庁では，上述全国規模での包蔵水力調査に加え，従来把握されていなかった既

設構築物（ダム，水路）における遊休落差や余剰水圧（これらを「未利用落差」と表している）を利用

した小水力発電のポテンシャルを水種別毎に把握した「未利用落差を利用した発電の包蔵水力」

（資源エネルギー庁 HP「水力のページ，データベース：未利用落差発電包蔵水力調査報告書【Ｈ２
０年度 本編】」 http://www.enecho.meti.go.jp/hydraulic/data/dl/houkokusho.pdf ）を公にしている。 こ
の報告のうち，本県データを抜粋した表を次に表す。 
なお，この表（報告）では各水種別において出力が 100[kW]未満となる地点については除外して
いることや，水路利用では落差 1.5[m]未満の地点を除外していることなどから，引用結果はあくまで
も参考例とする。 
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地点数
総出力
[kW]

発電電力量
[MWh]

地点数
総出力
[kW]

発電電力量
[MWh]

地点数
総出力
[kW]

発電電力量
[MWh]

河川維持用水 19 3,934 9,672 18 1,234 7,572 1 2,700 2,100

利水放流水 7 4,581 25,533 3 91 438 4 4,490 25,095

農業用水 15 4,971 21,061 14 2,071 9,977 1 2,900 11,084

砂防えん堤 7 5,215 29,243 3 2,145 9,833 4 3,070 19,410

農業用水路 12 1,511 13,222 10 393 3,249 2 1,118 9,973

上水道 3 59 465 3 59 465 0 0 0

工業用水道 0 0 0 0 0 0 0 0 0

下水道 3 103 766 3 103 766 0 0 0

66 20,374 99,962 54 6,096 32,300 12 14,278 67,662

水種別
合計 未開発 既開発

ダ
ム
利
用

水
路
利
用

合　　計
 

表１－３ 未利用落差を利用した小水力発電の水種別毎の包蔵水力（新潟県抜粋） 
（出典：資源エネルギー庁「未利用落差発電包蔵水力調査報告書【Ｈ２０年度 本編】」） 

 
 
また，環境省による「平成２１年度 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査報告書」

（http://www.env.go.jp/earth/report/h22-02/index.html）においても，小水力発電（河川部）の賦
存量および導入ポテンシャルを表しており，そのうち都道府県別中小水力発電（河川部）の導入ポテ

ンシャル推計結果の設備容量上位５都道府県を次に表す。 
 

集計単位 仮想発電所地点数 設備容量[万 kW] 
全国 20,848 1,525.1 
岐阜県 1,586 138.3 
北海道 1,711 129.7 
新潟県 1,257 121.5 
群馬県 1,210 112.3 
富山県 745 112.1 

表１－４ 都道府県別中小水力発電（河川部）の導入ポテンシャル推計結果 
 
このように，水力発電のポテンシャル推計は調査形態により差が出ているが，双方とも本県が高い

ポテンシャルを有していることを表している。 
 
 

 本調査の目的  

 
大規模水力は事業主体や目的の幅が狭いことから新規開発の見込みが少なく，中小水力につい

ては，既に導入事例が多数存在することから各事業主体において個別で導入を検討することが可

能な状態である。 しかし，マイクロ水力については，まだ全国的に見ても導入した事例が少ない“未

開拓”な領域であり，本県においても導入事例がほとんどないのが現状である。 また，水の流れの

ある場所への幅広い導入が可能であることから，導入する水種別に応じて事業主体や電力の使途

等，様々なケースが考えられる。 本県は，水力発電に対する高いポテンシャルを有していることから，

地域資源を有効に活用した再生可能エネルギーの導入につながる可能性がある。 産業面におい
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ても導入事例と同様に未開拓領域であり，部品点数の多さから市場拡大が期待されるとともに，新規

参入の可能性があり，地域活性化および地元雇用も期待される。 これらから，本調査ではマイクロ

水力（100[kW]以下）を中心に導入モデルを検討することを目的とする。 
 
なお，水力発電のポテンシャルについては，幅広い導入検討の参考となるよう資源エネルギー庁

の調査結果を 100[kW]以上も含めて掲載し，「第 2節マイクロ水力発電の導入事例」や導入モデル
の検討地点を選定する際に行った「有望地点の洗い出し」の際には，特に出力での制限を設けるこ

とはせず，推薦対象となった地点は全て検討の対象としている。 本調査の中心はマイクロ水力（出

力 100[kW]以下）としているが，100[kW]を超える未利用エネルギーを利活用した小水力発電は参
考事例等も多く，事業実現の可能性も高いためである。 

 
 
また，対象となる水インフラは，「小河川，砂防ダム，農業用水，上水道，下水道，その他（湧水，

温泉水等）」とした。 小水力発電の有望地点としては，前項の水種別毎の包蔵水力一覧にもあると

おり，この他にダムの維持放流水や工業用水などが存在する。 例えば発電ダムの維持放流水の未

開発地点としては以下のものが挙げられる。 
水系名 河川名 ダム名 最大使用水量 所在地

三面川 猿田川 猿田 0.26 村上市

信濃川 破間川 須原取水 1.04 魚沼市

信濃川 志久見川 宮野原取水 0.26 中魚沼郡津南町

関川 関川 関川（池尻川調整池） 0.49 妙高市

関川 関川 関川取水 0.53 妙高市

関川 関川 関川取水 0.50 妙高市

信濃川 中津川 穴藤 0.98 中魚沼郡津南町

桑取川 綱子川 後谷 0.17 上越市

信濃川 破間川 黒又 0.68 魚沼市

信濃川 黒又川 黒又川第1 0.59 魚沼市

信濃川 黒又川 黒又川第2 0.08 魚沼市

関川 関川 笹ヶ峰 0.20 妙高市

阿賀野川 実川 小荒 0.34 東蒲原郡阿賀町

姫川 大所川 大所川取水 0.23 糸魚川市

関川 関川 大谷第1取水 0.56 妙高市

関川 関川 板倉取水 1.14 上越市

姫川 姫川 姫川取水 1.93 糸魚川市

阿賀野川 実川 裏川取水 0.12 東蒲原郡阿賀町  
表 1－５ 維持放流水利用の小水力発電有望地点調査結果 

 
これらインフラ地点は，その設備の特異性から他地点へ展開するようなモデルとして整理すること

が困難であること，並びにマイクロ水力発電クラスで実現する事例は非常に少ないことから，本調査

では対象外としているが，ポテンシャルとしては評価すべきものである。  
 
 
２. マイクロ水力発電（小水力発電）の特徴 

 
 未利用エネルギーの活用  

 
電力会社が整備する大中水力発電設備は，発電設備を設置するという目的が起点となり，そこか

ら利用水の整備（例えばダムの設置や導水管の整備等）を行う。 マイクロ水力発電設備においては，

まず手元に水の未利用エネルギーの存在があり，それを有効利活用しようとするところがスタートとな



- 5 - 

る。 即ち，発電のために水を整備するのではなく，既に整備されている水に潜んでいる未利用エネ

ルギーを利活用することになるため，利用する水車発電機に水を合わせる（整備する）のではなく，

今ある水の状況（流況や運用）に適している水車発電機を検討し，選び出すという作業を行うこととな

る。 電気を作るという面では両者の間に違いはないが，そこに至る過程は発想自体も含め大きく異

なる。 
既に整備されている水(インフラ)に後付で水力発電施設を設置することになるため，投入される資

機材，作業量は少なくなり，周辺環境に与える影響は自ずと減少する。 
 
 

 クリーンなエネルギー  

 
環境貢献という面でもう一つ挙げられるのが，低 CO2排出のクリーンなエネルギーであることであ

る。水力発電は，その製作と除却過程ではCO2を発生するが，発電過程では発生しない「環境に優
しい」システムである。 さらにマイクロ水力発電では，製作過程における「集水設備」を大幅に削減

することで，従来型の水力発電システムよりさらに CO2発生を抑えることができる。 これが，近年マ
イクロ水力発電を含めた「小水力発電」が注目されている大きな理由の一つである。 

 
以下に，電源別ライフサイクルコスト CO2排出量の比較を挙げる。 
 
※電源別ライフサイクルコスト CO2排出量(LCA) 
当該発電設備が，建設から除却までに排出した CO2量を総発電電力量で割ることで

1[kWh]を生み出すのにかかった CO2排出量[g-CO2]を求めたもの。 
 

5.5

11

13

25

38

20

0 10 20 30 40

マイクロ水力

従来水力

地熱

風力

太陽光

原子力

図 1-1 電源別ライフサイクルコスト CO2排出量（LCA） 

出典： 
本藤 祐樹,「ライフサイクル
ＣＯ2排出量による発電技
術の評価」,電力中央研究
所報告, 2000 研究報告
Y99009 および『改訂
版』：「日本の発電技術のラ

イフサイクルｃｏ２排出量評

価」,2009年に得られたデ
ータを用いた再推計 研

究報告 Y09027 
※マイクロ水力発電の値は，東京発電株式会社による算出値を用いた 

 
 

 ローコストなエネルギーの可能性  

 
マイクロ水力発電は既存の水インフラの利活用が起点であることから保有する絶対的な水エネル

ギー量は小さく，そのため得られる電力量も大きくはない。 大規模な土木工事を要しない一方で，

マイクロ水力発電を建設するには，あらゆる場面（設計，資機材製造，設置工事，運用，保守等々）

でコストダウンを実施することにより，得られる電力量に見合う建設コストに抑えることが可能である。  
こうした取組により，従来設置が不可能とされていた未利用エネルギー包蔵地点の開発が可能と
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なる。 マイクロ水力発電は，こうした努力によりローコストになる可能性があることから，ローコストで

あることは付与の特徴ではなく，努力して得られた（得ようとしている）特徴であると言える。 
 
 
 

第２節 マイクロ水力発電の導入事例 

 
１. マイクロ水力発電が適用される水種，事業体 

 
水インフラの持つ未利用エネルギーは，以下の「水力発電の基本公式」より，発電力として求めら

れる。 
 
水力発電の基本公式：  
発生電力［kW］ ＝ ９．８ × 流量[m3/s] × 有効落差[m] × 効率 

 
 

例えば，流量０．５[m3/s]，有効落差９[m]の地点に，一般的なマイクロ水力発電設備を設置するなら

ば， 

 発生電力 ＝ ９．８×０．５[m3/s]×９[m]×０．７ ≒ ３０[kW] 

となり，３０[kW]の最大出力をもつマイクロ水力発電設備の設置が考えられる。 

（注： 実際には，選択する設備資機材の違いにより，上式にある「効率」は大きく変化するため，同

様な計算結果となる訳ではならない場合もある。） 
 

 
図１－２ 水力発電施設のイメージ 

資料提供：東京発電(株) 

 
このように，マイクロ水力発電に適する水インフラ地点には，『[m3/s]クラスの流量』と『[m]クラスの

有効落差』が必要であるが，この制約は非常に大きなハードルである。 このため，適用される水イン

フラ地点は自ずと制限される形となり，先に掲げた「小河川（含む砂防堰堤），農業用水，上水道，下

水道，湧水」等が対象となる。 このため，水力発電事業を推進する主体としても，これら水種を所

有・管理・運営している団体である地方自治体や土地改良区等が中心となる。 
 

有効落差
(m) 

使用水量
(m3/s)
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なお，近年では，民間企業が前述団体と共同事業の形で推進する例も散見されており，選択肢の

一つとして有望である。 これらの中には，共同事業者となる民間企業が，発電設備に関する設計，

資金調達，工事，運用まで一切を取り仕切り実行するビジネスモデルも存在し，注目を集めているも

のもある。 
 
また，事業を推進するうえで資金調達能力が課題となる場合があるが，マイクロを含めた小水力発

電事業は，きちんとした事業計画の元に進められるものはファイナンス面でも優遇視される可能性が

あり，地元金融機関（信用金庫等）やリース会社との連携も視野に入れた検討が必要である。  
 
 
 
２. 導入にあたって適用される関係法令 

 
導入にあたり適用される関係法令として，主なものに「河川法」および「電気事業法」の二つが挙げ

られる。 
 
 

 河 川 法 ： 所轄官庁 国土交通省  

 
マイクロ水力発電を実現する際，場合により河川法において許可（水利使用許可）が必要となるも

のがある。許可が必要となる項目は以下のとおり。 
 流水の占用の許可 （法第２３条） ： いわゆる水利権 
 土地の占用の許可 （法第２４条） ： 河川区域内で土地を占有する場合 
 工作物の新築等の許可 （法第２６条） ： 河川区域内の土地において工作物を新築，改築，
又は除去しようとする場合 

 土地の掘削等の許可 （法第２７条） ： 河川区域内の土地において土地の掘削，盛土若し
くは切土他土地の形状を変更する，又は竹木の植栽若しくは伐採をしようとする場合 

 河川保全区域における行為の制限 （法第５５条） ： 河川保全区域内の土地において土地
の掘削，盛土若しくは切土他土地の形状を変更する，又は工作物を新築，改築，又は除去し

ようとする場合 
 
第２３条「流水の占用の許可」は，「河川法で「河川」に指定されている河川（１級河川及び２級河

川）又は準用河川から取水される水」を用いて小水力発電を実現する際に必要である。 その具体

例としては，「浄水される前の水道原水（上水道・工業用水）」「農業用水」「水力発電所の発電前又

は発電後の水」が挙げられる。 また，「浄水後の上水道水・工業用水」「下水処理後の水」「湧水」等

は許可が不要となるが，許認可の要否に関しては国土交通省河川事務所へ早めに相談して解決す

ることが必要である。 また許認可申請前には，河川事務所担当者との「事前協議」が非常に大切で

ある。 
なお，河川法の管理外となる普通河川を対象とする場合においても，管理外である旨を河川事務

所担当者と確認しておくことが肝要である。 
 
 

 電気事業法 ： 所轄官庁 経済産業省  

 
電気事業法では，以下のことを規定している。 
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 事業用電気工作物の範囲 （法第３８条） 
 事業用電気工作物の維持 （法第３９条） 
 工事計画の届出 （法第４８条）  
 保安規程の制定及び届出 （法第４２条） 
 主任技術者の選任及び届出 （法第４３条） 

 
同法では第３８条にて，水力発電設備を以下の２種類に分類している。 

一般用電気工作物 ・電圧６００Ｖ以下で，出力１０ｋＷ未満の水力発電設備 
（ダムを伴うものは除く） 

・複数台の場合は合計が２０ｋＷ未満のもの 
事業用電気工作物 一般用電気工作物以外のもの 

 
事業用電気工作物に該当する場合，「自主保安」および「工事計画の届出」「保安規程の制定及

び届出」「主任技術者の選任及び届出」の義務が課せられる。 なお，現在，この分類の出力値が単

体で２０ｋＷ未満，複数台で４０ｋＷ未満と緩和される動きがあるため，計画立案・実施の際には確認

が必要である。 
第４８条「工事計画の届出」は，所定の内容を記載し，工事着手の３０日前までに届け出ることを定

めており，受理されなければ工事着手不可となる。 第４２条「保安規程の制定及び届出」は，工事

着手前までの制定，使用前までの届出が定めている。 また，第４３条「主任技術者の選任及び届

出」は，水力発電所における「電気主任技術者」および「ダム水路主任技術者」を工事着手前までに

選任し，遅滞なく届け出ることを定めている。 
 

 
 その他の法令等  

 
なお両法以外にも地点によっては，以下に示される法令が適用される可能性もある。 

 自然環境保全法，自然公園保護法，鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 
 農地法，農業振興地域の整備に関する法律，森林法，国有林野の管理経営に関する
法律，水産資源保護法 

 国土利用計画法，砂防法，地すべり等防止法 
 文化財保護法，土地収用法，国有財産法 
（出典：「中小水力発電ガイドブック（改訂 5版）」P.268 新エネルギー財団(NEF)編） 

 
 

その他の関係する法令として『ＲＰＳ法』があげられる。 
ＲＰＳ法は電力会社への規制法であるが，発電事業者としての売電単価に影響するものとして注

意が必要である。 ただし，同法は現在検討が進められている「再生可能エネルギーに関する全量

買取」制度の動向により，廃止となる可能性もあるため，注視していく必要がある。 
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３. マイクロ水力発電の取組・導入事例 
 
小水力発電設備としては，現在，日本国内には多くの取組･導入事例が存在しており，本調査の

主力範囲である「100[kW]以下のマイクロ水力発電」とした場合でも，その事例は多く存在している。
しかしながら，それらを一覧で表したり，市場規模をとりまとめた調査報告は存在せず，全概要は掴

みきれない。本項では，近年設置された代表的なマイクロ水力発電設備のうち，水の種別毎でまず

区分けした後，更に発電方式や取水方式など特徴的な事例を選択する。 
 
 
水の種別 発電所名 発電使用水管理主体 

落合楼発電所 東京発電株式会社 

嵐山保勝会発電所 合資会社嵐山保勝会発電所 普通河川 

都留市家中川市民発電所 山梨県都留市 

砂防堰堤 金山沢発電所 山梨県南アルプス市 

治山堰堤 利平茶屋発電所 群馬県桐生市 

照井堰発電所 照井土地改良区 

那須野ヶ原用水WaterPark 那須野ヶ原土地改良区連合，東京電力 

照井急流工発電所 岩手県土地改良事業団体連合会 

百村第一・第二発電所 那須野ヶ原土地改良区連合 

農業用水 

大野原発電所 大野町土地改良区 

鷺沼発電所 神奈川県川崎市 

若田発電所 群馬県高崎市 上水道 

山宮発電所 山梨県甲府市 

下水道 葛西水再生センター発電所 東京都 

群馬県嬬恋村発電施設 群馬県嬬恋村 
その他 

富士ゼロックス岩槻事業所 富士ゼロックス 
表１－６ 取組・導入事例一覧 
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 普通河川における取組・導入事例  

 

落合楼発電所 （平成１８年８月運転開始） 
所在地 静岡県伊豆市湯ヶ島 
事業主体 東京発電株式会社 

発電出力 [kW] １００ 
使用水量 [m3/s] 最大使用水量 ３．０ 
落差 [m] 有効落差 ４．８０ 

発電設備 
概要 

水車型式 横軸プロペラ水車 
 

 売電  発電電力の 
使途 需要施設 東京電力へＲＰＳ電源として全量売電 
コスト 助成制度の活用 ＮＥＤＯ 新エネルギー等事業者支援 
その他 ・老朽化し，打ち捨てられていた自家用発電所を，再生したモデル 

・土木設備の一部を有効活用 
・一般家庭およそ 210軒分の年間電力量相当を発電 
 

 

 
堰堤 貯水部 

 
水車発電機 

 
魚道の再整備 

 
可動堰 

資料提供：東京発電(株) 
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 普通河川における取組・導入事例  

 

嵐山保勝会発電所 （平成１７年２月運転開始） 
所在地 京都府京都市右京区嵯峨天龍寺造路町 
事業主体 合資会社嵐山保勝会発電所 

発電出力 [kW] 最大５．５ （常時４．５） 
使用水量 [m3/s] 最大０．５５ 
落差 [m] 最大有効落差１．７４ （常時有効落差１．３４） 

発電設備 
概要 

水車型式 サイフォン式プロペラ水車 
 

 自家消費余剰売電 発電電力の 
使途 需要施設 渡月橋の照明灯（LED式 60台：1kW） 

事業費 ４千万円 コスト 
助成制度の活用 NEDO中小水力開発費補助金利用 

その他 ・京都市，メーカー，企業，全国小水力利用推進協議会が強力に支援 
・堰の管理者は土地改良区 （桂川は 1級河川） 
 

 

 
発電設備 

 

 
看板 

 
全景 

資料提供：東京発電(株) 
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 普通河川における取組・導入事例  

 

都留市家中川発電所 （平成１８年４月運転開始） 
所在地 山梨県都留市上谷１－１－１ 
事業主体 山梨県都留市 

発電出力 [kW] 最大２０ （常時８．８） 
使用水量 [m3/s] 最大２．０ （常時０．７７） 
落差 [m] 有効落差２．０ 

発電設備 
概要 

水車型式 開放型下掛け水車 
 

 自家消費余剰売電 発電電力の 
使途 需要施設 都留市役所の所内電源として利用 

建設費 ４，３３７万円 コスト 
助成制度の活用 NEDO地域新エネルギー等導入促進事業 

その他 ・都留市制５０周年を記念して，市民参加型事業として実施 
・除塵機に，新技術を開発し設置 
 

 

 
水車 

 

水車羽 

 
制御盤一式  

 
資料提供：東京発電(株) 
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 河川(砂防ダム)における取組・導入事例  

 

金山沢発電所 （平成２２年２月運転開始） 
所在地 山梨県南アルプス市芦安芦倉地先内 
事業主体 山梨県南アルプス市 

発電出力 [kW] 最大１００ （常時３０） 
使用水量 [m3/s] 最大０．３２ （常時０．１１５） 
落差 [m] 有効落差４２．００ 

発電設備 
概要 

水車型式 クロスフロー水車 
 

 自家消費余剰売電  発電電力の 
使途 需要施設 芦安山岳館 

建設費 ２億５５５万円  
（内訳： 設計費 1,694万円，工事費 1億 8861万円） 

コスト 

助成制度の活用 経済産業省補助(9180万円) 
その他 ・既設の砂防ダムに，新たな取水設備を設けた形式 

・国および県との調整のなか，実現 
 

 

 
発電設備全景 

 
水車 

 
発電建屋 

 
芦安山岳館 

資料提供：東京発電(株) 
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 河川(砂防ダム)における取組・導入事例  

 

利平茶屋発電所 （平成１４年４月運転開始） 
所在地 群馬県桐生市黒保根村 利平茶屋森林公園内 
事業主体 群馬県桐生市 

発電出力 [kW] 最大２２ 
使用水量 [m3/s] 最大０．０４５６ 
落差 [m] ６７．６６ 

発電設備 
概要 

水車型式 縦軸 4射ペルトン水車 
 

 自家消費余剰売電 発電電力の 
使途 需要施設 森林公園内キャンプ場 

建設費 約２，０００万円 コスト 
助成制度の活用 林野庁による共同研究の実証設備 

その他 ・治山堰堤の設置に併せて，取水設備を設け，小水力発電所を設置 
・取水後，導水パイプを 400m敷設し，キャンプ場横の水車発電機へ導水 
 

 

 
水車発電機建屋 堰堤右部分へ取水設備 

 
水車 

 
導水パイプ部分(下流より) 

資料提供：東京発電(株) 
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 農業用水における取組・導入事例  

 

照井堰発電所 （平成２２年３月運転開始） 
所在地 岩手県一関市 
事業主体 照井土地改良区 

発電出力 [kW] 最大５０ 
使用水量 [m3/s] 最大 1.087 
落差 [m] 6.88 

発電設備 
概要 

水車型式 横軸プロペラ水車 
 

 売電  発電電力の 
使途 需要施設 東北電力に全量売電 （環境価値は別途処理） 

建設費 約 4,000万円 コスト 
助成制度の活用 NEDO地域新エネルギー等導入促進事業 

その他 ・農業用水路横に導水鉄管を敷設する従来からの方式 
・採算性が見合う下限限界の出力帯に挑戦した発電設備 
 

 
 

 
制御連系盤 

 
水車発電機 

 
取水口部 

資料提供：東京発電(株) 
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 農業用水における取組・導入事例  

 

那須野ヶ原用水ウォーターパーク （平成２２年４月運転開始） 
所在地 栃木県那須塩原市 TEPCO塩原ランド 
事業主体 東京電力株式会社 （那須野ヶ原取り改良区連合） 

発電出力 [kW] ①：１．８ ②：１６ ③：２．２ 
使用水量 [m3/s]  
落差 [m] ①・②・③：約 1  

発電設備 
概要 

水車型式 ①：下掛け水車 ②：チロリアン・クロスフロー水車  
③：プロペラ水車 

 
 自家消費余剰売電 発電電力の 

使途 需要施設 水路脇街路灯 
その他 ・那須疎水横に作られた展示型遊歩道設備 

・那須塩原市、那須野ヶ原土地改良区連合、ホウライ株式会社などが協力して

東京電力が PR施設として建設 
 

 

①下掛け水車 
 

②チロリアン・クロスフロー水車 

 
③サイフォン式プロペラ水車 

資料提供：東京発電(株) 
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 農業用水における取組・導入事例  

 

照井急流工発電所 （平成２２年３月実証試験運転開始） 
所在地 岩手県一関市 
事業主体 岩手県土地改良事業団体連合会，照井土地改良区 

発電出力 [kW] 5 
使用水量 [m3/s] 0.414 
落差 [m] 2.16 

発電設備 
概要 

水車型式 急流工型チロリアン・クロスフロー水車 
 

 売電 の予定 発電電力の 
使途 需要施設 （現在はダミー負荷にて試験運転中） 
コスト 助成制度の活用 農林水産省 低コスト発電設備実証事業 
その他 ・水車本体を直接農業用水路内に据付ける，土木費を低減した方式 

・底流部分を取水し導水，表層流はゴミと一緒に水車を越流 
 

 

 

 

 
水車発電機 

 
運転時 

資料提供：東京発電(株) 
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 農業用水における取組・導入事例  

 

百村
もむ ら

第一・第二発電所 （平成１８年４月運転開始） 
所在地 栃木県那須塩原市百村地内 
事業主体 那須野ヶ原土地改良区連合 

発電出力 [kW] 第一：３０  第二：９０ 
使用水量 [m3/s] 最大２．４０ 非灌漑期１．２９ 
落差 [m] 第一：２．０ 第二：２．０ 

発電設備 
概要 

水車型式 立軸カプラン水車 
 

 売電  発電電力の 
使途 需要施設 東京電力にＲＰＳ電源として全量売電 
その他 ・平成 16年 4月より実証試験機として運転開始 

・既設水路に直接水車を設置する形式 
 

 

 
水車発電機 

 
看板 

 
２つの制御連系盤 

 
 

資料提供：東京発電(株) 
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 農業用水における取組・導入事例  

 

大野原
おおのばる

発電所 （昭和６２年９月運転開始） 
所在地 大分県豊後大野市 
事業主体 大野町土地改良区 

発電出力 [kW] ２６０ 
使用水量 [m3/s] ０．３ 
落差 [m] 有効落差１１７．４ 

発電設備 
概要 

水車型式 ２射式横軸ペルトン水車 
 

 売電  発電電力の 
使途 需要施設 全量を九州電力へ売電（農事用電力へ還元） 

建設費 ２億２２００万円 コスト 
助成制度の活用 国 50%，県 25%，受益者負担 25% 

その他 ・農林水産省主導で建設された小水力発電所として全国初 
・運用開始後 24年を経ており，設備更新が急務 
 

 

 
全景 

水車発電機 

 
師田原ダム 

 

資料提供：東京発電(株) 
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 上水道における取組・導入事例  

 

鷺
さぎ

沼
ぬま

発電所 （平成 18年 9月運転開始） 
所在地 神奈川県川崎市 
事業主体 神奈川県川崎市 東京発電㈱ 

発電出力 [kW] 90 
使用水量 [m3/s] 最大 0.96 
落差 [m] 最大 13.1 

発電設備 
概要 

水車型式 横軸プロペラ水車 
 

 売電   発電電力の 
使途 需要施設 東京電力にＲＰＳ電源として全量売電 

建設費 約 4,000万円 コスト 
助成制度の活用 ＮＥＤＯ 新エネルギー等事業者支援 

その他 ・浄水場から配水場への流入に潜むエネルギーを活用 
・流量調整弁にバイパスする形で，水車発電機を設置 
 

 

 
水車発電機 

 
水車搬入 

 
全景 

 
発電機(上) 水車(下) 

資料提供：東京発電(株) 
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 上水道における取組・導入事例  

 

若田発電所 （平成 19年 11月運転開始） 
所在地 群馬県高崎市 
事業主体 群馬県高崎市 東京発電㈱ 

発電出力 [kW] 78 
使用水量 [m3/s] 最大 0.516 
落差 [m] 最大 20 

発電設備 
概要 

水車型式 クロスフロー水車 
 

 売電   発電電力の 
使途 需要施設 東京電力にＲＰＳ電源として全量売電 

建設費 約 4,000万円 コスト 
助成制度の活用 ＮＥＤＯ 新エネルギー等事業者支援 

その他 ・河川からの原水取水着水井に潜む未利用エネルギーを活用 
・水道インフラが持っていた導水路を発電用に利用 
 

 

 
設備設置前 

 
設置前 

 
設備設置後 

 
水車発電機 

資料提供：東京発電(株) 
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 上水道における取組・導入事例  

 

山宮発電所 （平成 21年 4月運転開始） 
所在地 山梨県甲府市 
事業主体 山梨県甲府市 東京発電㈱ 

発電出力 [kW] 180 
使用水量 [m3/s] 最大 0.62 
落差 [m] 最大 57.3 

発電設備 
概要 

水車型式 円筒型ケーシングフランシス水車 
 

 売電+一部自家消費（減圧槽内照明） 発電電力の 
使途 需要施設 東京電力にＲＰＳ電源としてほぼ全量売電 

建設費 約 7，000万円 コスト 
助成制度の活用 ＮＥＤＯ 新エネルギー等事業者支援 

その他 ・フロートバルブで水位制御を行っている減圧槽前未利用エネルギーを活用 
・狭隘な地下室向けに，新型の円筒型フランシス水車を開発 
・低流量大落差形式 

 

 
水車発電機 

 
減圧槽地下室 

 
減圧槽 

All Rights Reserved Copyright © ２０１０ Ｏｃｔ. TEG  

資料提供：東京発電(株) 
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 下水道における取組・導入事例  

 

葛西水再生センター発電所 （平成 16年 7月運転開始） 
所在地 東京都江戸川区臨海町 1-1-1 
事業主体 東京都 

発電出力 [kW] 27 
使用水量 [m3/s] 最大 6.08 
落差 [m] 最大 5.05 

発電設備 
概要 

水車型式 横軸プロペラ水車 
 

自家消費  発電電力の 
使途 需要施設 下水道局内処理施設 
その他 ・東京都下水道局と東京電力株式会社との共同研究にて実施 

・最終処理槽からの越流部にサイフォン式配管を設置して取水した水を利用 
 

 

 
全景 

 
サイフォン式導水管 

 

水車発電機 
 

資料提供：東京発電(株) 
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 その他(湧水)における取組・導入事例  

 

群馬県嬬恋村発電設備 （平成２２年３月運転開始） 
所在地 群馬県嬬恋村 
事業主体 群馬県嬬恋村 

発電出力 [kW] 0.3 （300[W]） 
使用水量 [m3/s] 0.01 
落差 [m] 0.8 

発電設備 
概要 

水車型式 滝用水車 
 

 自家消費  発電電力の 
使途 需要施設 電気柵 

建設費 約４００万円 コスト 
助成制度の活用  

その他 ・無電化地域での電気柵利用が検討のスタート 
・村主導で，電力会社からの受電負担とマイクロ水力発電設備設置とを比較し

て判断 
・12Km分の電気柵需要に対応できる設備を安価に構築 

 

 
水車発電機 

 
導水路(樋) 

 
全景 

 

資料提供：東京発電(株) 
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 その他(ビル空調用冷却水)における取組・導入事例  

 

富士ゼロックス岩槻事業所発電所 （平成１４年９月運転開始） 
所在地 埼玉県さいたま市岩槻区府内３－７－１ 
事業主体 富士ゼロックス株式会社 岩槻事業所 

発電出力 [kW] 最大４．８ （2.4[kW]×２） 
使用水量 [m3/s] ０．０１７ 
落差 [m] ５０ 

発電設備 
概要 

水車型式 フランシス水車（日立産機システム(株)製） 
 

全量自家消費  発電電力の 
使途 需要施設 事業所内廊下やエレベーターの照明用などに利用 
その他 ・ビルの空調用冷却の戻り水（地上６階のビルから地下の蓄熱槽へ落水）を利

用 
・水車の適用落差(圧力)を超えたため，2台を直列運転することで対応 
・同岩槻事業所は平成 22年 7月末にて閉鎖 

 

 
発電機 

 
全景 

システム図 

出典：株式会社日立製作所 HP「エネルギー回収システム(マイクロ水力発電)」 
http://www.hitachi.co.jp/environment/showcase/solution/industrial/micro.html 
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４. 新潟県におけるマイクロ水力発電 
 
新潟県におけるマイクロ水力発電の実現事例は少ない。 以下は平成 21年 3月より運転開始し

ている上越地域水道用水供給企業団『第１浄水場発電所』の事例である。 
 
 

第 1浄水場発電所 （平成２１年３月運転開始） 
所在地 新潟県上越市大字岩木２０３６番地 
事業主体 上越地域水道用水供給企業団 

（上越市及び妙高市に安定的に水道水を供給するための官署） 
発電出力 [kW] 最大８７ 
使用水量 [m3/s] 最大０．４６３ 
落差 [m] 有効落差２８．１２ （総落差４５．４２） 

発電設備 
概要 

水車型式 横軸フランシス水車（田中水力（株）製） 
 

 自家消費  発電電力の 
使途 需要施設 第 1浄水場所内 （所内電源の 20％相当） 

建設費 ９９,１３８,９００円 コスト 
助成制度の活用 ５０％補助利用 

その他 ・正善寺ダムから第 1浄水場までの落差約４５ｍの未利用エネルギーを活用 
・年間の発電電力量は約６０万[kWh]で，一般家庭換算で約 180世帯相当 
 

出典：上越地域水道用水供給企業団 HP 「小水力発電所」 
                       http://www.watersupply-joetsu.jp/syousuiryoku.php 

 

 

出典：田中水力株式会社 HP 「田中水力の納入実績」 
             http://www.tanasui.co.jp/installation.html 
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また，平成 21年度実証の駒の湯山荘地点事例は以下の通りである。 
 

 

駒の湯山荘発電所 （平成２１年１１月運転開始） 
所在地 新潟県魚沼市大湯 7191-1 
事業主体 駒の湯山荘 

発電出力 [kW] ０．１ （100[W]） 
使用水量 [m3/s] 0.0037 （3.7[㍑/s]） 
落差 [m] 温泉の噴水圧を利用 

発電設備 
概要 

水車型式 ジェット水車 （信州大学設計） 
 

 自家消費  発電電力の 
使途 需要施設 駒の湯山荘 
その他 ・無電化地域に立地する温泉山荘（ディーゼル発電機 2台にて自家発）での，

温泉水利用の発電 
・信州大学の協力にて実証試験を行い，実現 
 

 

 
 

 
（資料提供：信州大学工学部環境機能工学科） 

Copyright ⓒ2010 Shinshu University Ikeda-Iio lab. All right reserved

発電機

ノズル

水車ランナ

AC AC １００１００ VVへへ

水車ランナ幅
LR=34 mm

軸受

回転軸

ケーシング

ノズル ジェット
温泉水

水車ブレード

(枚数：z=20枚)

回転軸

回転方向

水車ランナ

DR=200 mm

排水

Copyright ⓒ2010 Shinshu University Ikeda-Iio lab. All right reserved
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六日町土木事務所による既設砂防ダム利用発電所 （平成１４年４月運転開始） 
所在地 新潟県 
事業主体 六日町土木事務所 （現南魚沼地域振興局地域整備部） 

発電出力 [kW] ２．１ 
使用水量 [m3/s] ０．０４ 
落差 [m] １１．０ 

発電設備 
概要 

水車型式 フランシス水車 
 

 自家消費  発電電力の 
使途 需要施設 照明(ライトアップ等) 

建設費 ４２百万円 コスト 
助成制度の活用 起債にて２４百万円を調達 

その他 ・既設砂防ダムの上流面に趣旨設備を設置 
・ダム堤体内を貫通する水圧管路にてダム直下に位置する発電設備に導水 
 

（出典：「マイクロ水力発電ガイドブック」P.21系流水利用の国内導入事例 NEDO） 
 
 
なお，新潟県下における小水力発電設備（1,000[kW]以下）は以下のとおり。（東北電力設備は

除く） 
発電所名 所在地 最大出力[kW] 管理主体 
鹿ノ俣 胎内市 ９６０ 胎内市（旧黒川村） 
赤谷 新発田市 ７５０ 赤谷電気工業株式会社 

表 1－７ 新潟県下小水力発電設備一覧（H22年 11月末現在） 
 
出典： 新潟県HP 「エコ！新潟県の小水力発電」 

http://www.pref.niigata.lg.jp/nochikensetsu/1287435688659.html 
出典： RPS法 HP 「水力認定設備一覧（２０１０年３月３１日までに認定された設備）」 

http://www.rps.go.jp/RPS/new-contents/xls/201004setsubi_hydro.xls 
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第３節 マイクロ水力発電における現状分析と展望 

 
マイクロ水力発電を含めた小水力発電全般について，日本全国における動向・現状をまとめた調

査・報告は存在せず，情報不足の状態である。 そのため実際に小水力発電事業を推進する上で

の課題となっている。  
この節では以下の各項目の現状について分析し，まとめている。 

 
 
１. マイクロ水力発電(小水力発電) 動向 

 
マイクロ水力発電の動向として，まず国の施策についてまとめる。 この施策により実施された各種

調査の実態から，できる限り今後の可能性についても言及する。 
 
小水力発電に対する国の施策として，支援指導を行っている省庁は以下の通りである。 

 経済産業省 資源エネルギー庁 および各地方経済産業局 
 農林水産省 農村振興局 および各地方農政局 
 環境省 地球環境局地球温暖化対策課 

 
 

 経済産業省資源エネルギー庁による水力発電の動向  

 
平成２２年６月１５日に閣議決定された 「平成２１年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギ

ー白書２０１０）”では，水力発電の動向について以下のようにまとめている。  
 
※水力発電の動向 

 
短時間での発電が可能で、需要変化への素早い対応が可能という他の再生可能エネル

ギーにはない特徴もあり、その普及促進のため、電気事業法における累次の規制改革に

よる行政手続きの簡素化・合理化を図ってきたところです。また、河川法においては、従属

発電に関する工作物の新築等に係る許可手続きの運用の明確化・申請図書の簡素化に

よる手続きの円滑化を図ってきており、2009年度末には「小水力発電を行うための水利使
用の許可申請ガイドブック」を作成し、許可手続きが必要なものの内容を明確化したところ

です。 
 
一方、そのさらなる普及拡大を図るに当たっては、 

 初期投資が大きいことに加え、昨今、大規模水力から中小水力にシフトしていること
により、その採算性確保が一層厳しくなっていることから、太陽光や風力など他の再

生可能エネルギーと同レベルで、開発補助や能力アップのための更新投資に対する

補助を拡充が必要なこと， 
 水力発電に係る諸規制に関して、行政手続きの明確化・迅速化についてさらなる改
善が必要なこと、 

といった課題があります。 
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なお、第五次包蔵水力調査の結果から、今後の開発ポテンシャルがあるのは中小規模水

力であることが示されています。 
 

 
引用 “平成２１年度エネルギーに関する年次報告” 
第 1部 エネルギーをめぐる課題と今後の政策 
第 2章 再生可能エネルギーの導入動向と今後の導入拡大に向けた取組 
第 2節我が国における再生可能エネルギーの導入動向 より 

 
このように，中小水力の開発に力を注ぐことが明記され，具体的には「地方自治体等における新エ

ネルギー導入促進」や「事業者による新エネルギーの導入促進」，「非営利団体による新エネルギー

導入促進」と区分けして，事業費の補助を行うなど実施している。 
 
なお，全量買取制度については，次項目「現状での課題」にて詳説する。 
 
 

 農林水産省・環境省による小水力発電への支援  

 
農林水産省では，平成 22年度「農村振興再生可能エネルギー導入支援事業」の内訳として「農
業水利施設利用小水力発電導入促進事業」を実施している。 これは農業水利施設を活用した小

水力発電の導入を促進するため、必要となる研修、調査・設計、低コスト発電実証等を支援する事

業（補助率定額，総予算額 511百万円）である。 また，種々の制約はあるが「農山漁村地域整備交
付金のうち地域用水環境整備事業」にて水力発電施設の整備等を支援している。 なお，これらは

補助対象が農業用水に限る形となっている。 
 
環境省でも，地球温暖化対策の一環として小水力発電への支援を行っている。 また平成22年3
月には「平成２１年度 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査調査報告書」

（http://www.env.go.jp/earth/report/h22-02/）を発表し，新たな切り口から日本国内における再生
可能エネルギーの導入ポテンシャルについて調査し，中小水力発電の賦存量および導入ポテンシ

ャルについてまとめている。 
 
 

 新潟県他による小水力発電への支援  

 
新潟県では，環境省からの補助金を受けて造成された新潟県地域グリーンニューディール基金を

活用して，「新潟県民間施設省エネ・新エネ設備導入補助事業（民間事業所）」

（http://www.pref.niigata.lg.jp/kankyokikaku/1255381304736.html）を実施している。 これ
は新潟県内の事業所において，省エネ設備への改修および新エネ設備の導入について補助する

事業であり，新エネ設備等導入事業に対しては区分により補助経費の１／３以内で最大 1,000万円
もしくは最大 100万円が補助される。 詳細は「補助金交付要綱（民間事業所）」
（http://www.pref.niigata.lg.jp/HTML_Article/298/410/H22GNDjigyousyokoufuyoko,0.pdf）
を参照されたい。 

 
市町村では，魚沼市が小水力発電の導入に対する支援を行っている。一つが，「小水力発電導
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入モデル事業」である。これは，10[kW]未満の小水力発電設備の設置に対して経費の３／４以内で
最大 50万円まで補助される制度である。 
（http://www.city.uonuma.niigata.jp/modules/infotopic/index.php?content_id=256） 
次に，「新エネルギー等利用機器普及促進事業」である。これは，小水力発電をはじめとして新エ

ネルギー及び再生可能エネルギーを利用した機器の導入に対して購入価格(他の補助金を受ける
場合はそれを引いた額)の 2分の 1以内で、1万円／kWに市が定めるエネルギー変換効率を乗じ
た金額とし、最大 15万円まで補助される制度である。 
（http://www.city.uonuma.niigata.jp/modules/infotopic/index.php?content_id=221） 

 
 

 実現の可能性  

 
以上のような補助事業を利用することにより，小水力発電の実現可能性は経済性の面で大きく高

まる。 しかし，マイクロ水力発電を含めた小水力発電を実現させるためには，第 1章第 1節「３． 
マイクロ水力発電（小水力発電）の特徴」に現したとおり，未利用エネルギーを包蔵する地点が存在

すること重要である。 本県の地形は、東側に朝日山地・飯豊山脈・越後山脈、西側には西頸城山

地・白馬山地などがそびえており，これらの山々に源を発する多くの流れが急な川となって日本海に

注ぎ、冬期には雪が多いこともあり、水資源に大変恵まれた環境である。 事実，資源エネルギー庁

の調査において，本県を流れる河川が持つ水力発電に対するポテンシャル（包蔵水力量）は全国４

位となっており，このことからも本県におけるマイクロ水力発電(小水力発電)の実現の可能性は，包
蔵地点数からも高いと考えられる。 

 
 
 
２. マイクロ水力発電 電力の使途 
 
マイクロ水力発電の導入において，最も大切なものの一つは「導入の目的」である。 「収益の改

善」や「街おこし」とが当初の目的の軸をぶらさずに計画・設計・施工・運用それぞれの段階における

諸問題の解決を見ることが必要である。 
 
電力の使途についても導入の目的の視点に立って考えるべきである。 しかしながら，まずマイク

ロ水力発電の実態を経験したいとの想いから，とかく「マイクロ水力発電設備の実現」を目的としてし

まう事例が見られ，この場合電力の使途は後付で考えられることが多い。 これまでの特徴的な事例

（第 1章第 2節「３．マイクロ水力発電の取組・導入事例」）からも，まず使途が明確に決定しており，
そこから設備を実現している事例が多いことに気づく。 そこには，収益を目的に少しでも多くの発電

電力量を稼ぐよう設計したり，街おこしを目的に水車の「見える化」を前面に押し出したり，無電化地

域で電気需要に対する解決策であったりと様々なタイプ，様々な解（目的）が存在するのである。 
 
電力の使途としては“売電（売る）”方式と“自家消費（使う）”方式が挙げられる。 どちらを選択す

るのかは上記目的に大きく依存するが，更に一般的な観点を加えるならば発電スケールの大小によ

っても左右されることとなる。 発電規模が一定ラインを超えれば自家消費だけで賄うことができなく

なり，この場合は余剰売電方式を取らざるを得ない。 さらには全量を売電する方式を選択することも

(経済的理由から)検討すべきでもある。 「街全体」で消費するために売電するという考えを持つこと
で，より良い方策を選択するのが大切である。 
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３. マイクロ水力発電 現状での課題 
 
マイクロ水力発電における，現状での課題としては以下の点が挙げられる。 以下，それぞれにつ

いて整理する。 
• マイクロ水力発電に適した地点の発掘と評価 
• 慣行水利権と許可水利権 
• 水車発電機等資機材の価格 
• 全量買取制度の動向 （買取単価） 
• 全般的な経済性 

 
 

 マイクロ水力発電に適した地点の発掘と評価  

 
 先に述べたとおり，マイクロ水力発電の発電出力には，当該地点の水エネルギー（流量と落差）が

大きく影響してくる。 基本的には「流量」と「落差」の組み合わせにより，その地点に潜む（未利用の

ままとなっている）水エネルギーの量が判別される。 この一点のみを捉えてマイクロ水力発電所の

予定地点（包蔵水力地点）として表されることが多いが，実際にマイクロ水力発電所を実現するため

には，多くの概略検討（最適発電規模を算定するための様々な検討）を実施する必要があり，それら

の結果を持って初めて，事業性の評価に至ることになる。  
 
多くの事業者（予定者を含む）の場合，マイクロ水力発電を検討するのも実現するのも初めての経

験であるため，この「地点の発掘と評価」において，進展しないことが多いのである。 本調査では，

後段となる第２章にて複数の候補地点から選定された導入モデルを示すこと，および第３章にて導

入推進フローに沿った実施内容や課題の解決について紹介している。 これらの記述を総合的に理

解することで，マイクロ水力発電に適した地点の発掘と評価につながることを期待している。 
 
 

 慣行水利権と許可水利権  

 
「慣行水利権」とは，明治２９年の河川法成立以前より取水を行っていた農業用水等，水利に関係

する法律の成立以前の取り決めによって水の利用が認められていた者に対し、河川法 87条、88条
によって与えられている権利であり，一方「許可水利権」とは，河川法にもとづいて河川管理者の許

可によって得ている権利（水利権）である。 第１章第２節「２ 導入にあたって適用される関係法令」

に表したとおり，マイクロ水力発電で使用する水が河川法により与えられている水利権にもとづいた

ものである場合，河川法に定められた「流水の占用の許可」を得る必要がある。（特定水利使用） 
 
既存の水利使用内容に従属する「発電のための水利使用許可（従属発電）」については，近年要

件が緩和されてきており，所定の手続きを踏んだうえで申請すれば，申請受理より 5ヶ月で許可が下
りるまでになっているが，この「既存の水利使用」に該当するのは現在のところ「許可水利権」のみと

なっている。 慣行水利権の場合，まず大元の水利権を許可水利権に移行することが求められ，移

行した次に従属発電の特定水利使用が認められる場合が大半となっている。 そのため，特に農業

用水のように慣行水利権のまま現在に至っているような場合では，許可水利権への移行は非常に高

いハードルとして，マイクロ水力発電へ取り組む際の障害になっている。 
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 水車発電機等資機材の価格  

 
 マイクロ水力発電はまだまだ発展途上であり，水所有者（もしくは管理者）が手軽に実現できる環境

にはない。 そのため近年脚光を浴びる存在になりつつありながらも，市場としては非常に狭いが事

実である。 この状況は，水車や発電機などマイクロ水力発電を実現する際に必須となる資機材を生

産するメーカー各社にとっても同様であり，生産数量の増加（もしくは安定）が計れないことが資機材

価格の高止まりをもたらしているとも言える。 また，前述の通り，多くの事業者（予定者を含む）は「初

めて」の経験であることから，各資機材の適正価格を判断することは難しく，マイクロ水力発電事業に

おける収益性判断を困難なものとしている。 
 
 

 全量買取制度の動向（買取単価）  

 
 先の資機材価格が支出面での障害だとすれば，現在国をあげて検討を進めている「再生可能エ

ネルギーの全量買取（フィードインタリフ Feed-in Tariff）」の動きは収入面での課題となっている。 
本検討は経済産業省主導のプロジェクトチームにより進められており，その内容は同省のホームペ

ージ（http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004629/index.html）にて公表されている。 
  
全量買取制度の正式な枠組みは，まだ決定していないが，現在有望と見なされている傾向としては，

小水力を始め，バイオマスや風力，地熱などの新エネルギーに対し，一律固定価格（想定：１５ or 
２０円／kWh）にて，一定期間（想定：１５年間）買い取ることとなっている。 小水力発電設備の場合，
多くは全量買取制度に移行しても経済性を維持できると類推するが，より発電電力量の少ないマイク

ロ水力発電の経済性については制度の議論の注視が必要である。 
なお，経済産業省においては，全量買取制度に移行した場合，従来建設費に対して設けられて

いた補助制度（建設補助金）は廃止される見込みである。 
 
 

 資金調達  

 
まずは，国や県，市町村の補助金を活用することを前提に検討を進めていくことが最も有効である。

事業を推進するうえで資金調達能力が課題となる場合があるが，マイクロを含めた小水力発電事業

は，きちんとした事業計画の元に進められるものはファイナンス面でも優遇視される可能性があり，地

元金融機関（信用金庫等）やリース会社との連携も視野に入れた検討を行うことが有効である。 水

力発電設備による発電計画の安定した実現性が見込まれ，現在導入が検討されている再生可能エ

ネルギーの全量買取制度の導入と相まって，事業計画における年度経費による収支状況の見通し

はつけやすく，かつ堅実である。 この点が金融機関関連に正しく理解されるよう活動することで，資

金調達面の課題は解決していくと可能性がある。 
 
なお，新潟県の融資制度もある。 これは，県内の中小企業者等が，エネルギー有効利用施設，

低公害車を導入する際に必要となる資金を低利で融資する制度である。 
（http://www.pref.niigata.lg.jp/kankyotaisaku/1192637760822.html） 
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 全般的な経済性  

 
マイクロ水力発電における経済性は，他の多くの再生可能エネルギーと同様に全ての地点にお

いて経済性が成立している訳ではなく国からの建設費に対する補助が無ければ経済性が成り立た

ない事例も多い。 一方，民間事業者がその生業としてマイクロ水力発電事業を実施している事例も

ある。 
マイクロ水力発電は，「既に整備されている水(インフラ)に後付で水力発電施設を設置する」ことを

起点とするが，事業者によっては「多くの該当地点から事業性の高い地点を選択して実現する」こと

もあれば，電力需要の立地観点から「この場所近辺で実現しなければならない」こともある。 このよう

に，導入場所により様々な条件が存在することを理解した上で経済性について検討することが重要

である。 
 
 
 
４. マイクロ水力発電 関連産業の現状 
 
先に述べたとおり，マイクロ水力発電の市場は現状非常に狭い。 現状挙げられる産業として，水

車発電機や圧力鉄管等各資機材の製作会社としての鉄加工業，発電に利用する元々の水インフラ

の運用を妨げないように制御する制御盤の製作会社としての盤製作業，設置工事のための電気工

事業と土木工事業，加えて，設置後の発電施設を維持運営することを請け負うメンテナンス業が挙

げられる。 
これら産業のうち，水車製造業は高度に専門化された技術に裏打ちされており，独立した業種と

なっているが，その他はいずれも市場規模が小さいことからも，マイクロ水力発電関連の産業として

独立してはいない。（実際には，水車製造業においても，大水力までを含んだ「水力発電向け水車」

製作業である。）  
 
 

 水車製造業  

 
多くは，大水力もしくは中小水力の市場において実績のある企業が，マイクロ水力発電も対象とし

ていることが多い。 中小水力発電で用いられる水車は，大水力で用いられるものを小型化して対応

しているものが多く，その設計･製造には独自のノウハウを駆使する場合もある。 主に水車メーカと

して代表されるものは，富士電機，日立，東芝，川崎重工等の重電メーカ各社がある。 
 
一方，マイクロ水力発電の領域では産学協同で新たに生み出される水車も多く，設計面における

技術力(提携力)を確保することで，鉄加工業を営むものが参入する余地がある。  
具体的には，新潟県柏崎市松波にある中越工業株式会社（http://www.chuetsu-kogyo.jp/）の
例が挙げられる。 中越工業は，1957年に創業の一般鋼材ガス切断・産業機械構造物加工を主力
とする会社だが，設計面における技術力を信州大学と提携することで確保し，2002年よりマイクロ水
力発電水車の製造に携わっている会社である。 また，ポンプ等回転機械の設計・製造・販売・据付

メンテナンスを行う新潟ウオシントン株式会社（本社：神奈川県川崎市，工場・営業所：新潟県柏崎

市 http://www.niigata-wor.co.jp/index.php）もマイクロ水力発電に取り組んでいる会社である。 
県外企業では，福島県福島市飯野町にある株式会社中川水力や富山県魚津市道坂にある株式

会社北陸精機などが積極的にマイクロ水力発電用水車の製造に携わっている。 
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 電気工事，土木工事業  

 
電気・土木工事業においては，水力発電専門を掲げるというよりは，幅広い業務の一つとしてマイ

クロ水力発電関連に携わることができる可能性がある。 技術的にも大きなハードルはないため運転

開始以降の保守を考えると，地元企業がぜひ携わるべき分野である。 
 
 

 メンテナンス業  

 
メンテナンス業も，上述電気工事・土木工事業と同様に，水力発電専門を掲げる例は少ない。 マ

イクロ水力発電関連におけるメンテナンス業は，ポンプ等回転体のメンテナンス能力を持つ業者であ

れば対応は可能であり，さらに設置工事を担当しておれば奥行きある対応まで充分可能となる領域

である。 
 
 

 今後の関連産業振興の可能性  

 
このような形で地元企業のみで事業が完結するという“地域内完結性”は，マイクロ水力発電関連

産業における将来的な特徴として挙げられる。 今後の努力・進展により，本県産業界だけでマイク

ロ水力発電設備導入を完結させることも十分可能と考えられる。 また今後のマイクロ水力発電市場

の発展動向によっては，関連産業として，例えば鉄加工業界の中で一定の位置を占める形になるこ

とも充分想定できる。 産業振興の可能性として，当該関連産業は十分に見込まれる。 
 
さらには，“地域内完結性”を促す仕組みとして，関連産業業界が主体となった研究会･検討会の

発足が考えられる。 県内で参入を希望する各社は当会に参加することで，必要となる知識･技能の

習得機会を得ることが可能になる訳であり，その具体化・実現が望まれる。 当会でのサポートによっ

て，大手の弱みとなる少量多品種への対応が必要となるマイクロ水力発電産業への参入が進むこと

が期待される。 
 
 
また，第１章第２節「１．マイクロ水力発電が適用される水種，事業体」にて述べたように，推進事業

体の資金調達面を支援する形での「地元金融機関（信用金庫等）」との連携が，マイクロ水力発電の

市場規模拡大には有効であり，これも“地域内完結性”を促す仕組みの一つとして期待される。 
なお、マイクロ水力発電の事業化において、信用金庫や信用組合などの地域金融機関が事業資

金を融資する等の具体的連携実例は現時点で把握できず、実態は不明である。また、地域内で事

業資金を調達する手法として、市民ファンドの活用が考えられる。太陽光発電や風力発電では従来

より市民ファンドにより市民から幅広い出資を募り、事業化する実例が見られていたが、最近では小

水力発電の分野に拡大し、事業化を目指す例が出てきている。 
きちんとした事業計画のもとにて推進されるマイクロ水力発電事業において，その収支バランスが

大きく崩れる要因(リスク)は少ない。 前述の全量買取制度下では，およそ１５年に渡って固定価格
で売電がなされるため，設備が健全に保たれていれば収入は確保されたに等しいのである。 正しく

計画されれば「回収性が高い事業」であるという事実について地元を中心とした金融機関の理解が

進むことにより，融資先としてマイクロ水力発電事業が浮上することは充分考えられる。 
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図１－３ 小水力発電における産業クラスター的展開 

 
 
 
５. マイクロ水力発電を契機とした地域産業の振興，発展事例 
 
前項「関連産業の現状」で述べたとおり，マイクロ水力発電の市場規模は現状小さいが，「地域産

業」側面では振興・発展の事例は見られないが， 「地域振興」という切り口では，長野県旧波田町

（現松本市波田 以下“波田町”と表す。）の事例が有名である。 
 
波田町におけるマイクロ水力への取組みは、町の新エネビジョン策定後に、新エネ委員会を設置

し、有識者の支援と町人のやる気の掘り起こしにより、３年間という年月をかけて実現したものである。 

波田町は西瓜の町として有名であり、「スイカ」を「水力」に掛け町内に豊富にある水のエネルギーを

利用した取り組みとして平成 19年度から計画され、横浜国立大学と東京発電株式会社が共同でモ
デル実験等を繰り返し行い開発し、実現している。 この実証設備は、新エネルギーの利用という面

だけでなく、環境教育の一つとして、水車の回っている様子を間近に見つつ、イルミネーションを楽

しみながら、環境について考えるきっかけとなることや、川面を照らす光により用水路へのゴミの投入

量が減り、河川環境が改善されることなども期待されており，大きな効果を上げている。 
 
なお，同様な事例として，山梨県都留市での取組や山梨県南アルプス市での取組がある。（第１

章第２節「３．マイクロ水力発電の取組・導入事例」参照） 
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第２章 導入モデルの検討 
 
 
 

本章では「導入モデルの検討」として，新潟県下におけるマイクロ水力発電の候補地点を選定し，

それらの中から実現可能性の高い７地点について，モデル的に概略検討を実施した。 
導入事例が非常に少ない現状において、県内に広く普及させていくためには、他への波及効果

が期待できる分かり易い事業モデルを作り、それを情報発信していくことが重要である。 そこでマイ

クロ水力発電施設の導入検討を行う際に参考となるよう，水種別毎に導入モデルを検討する。  
 
 
 
 

第１節 導入モデルの選定 

 
１. 選定のプロセス 
 

 
 候補地点の収集とデータ整理  

 
導入モデルとして検討を実施する地点を選定するため，県の関係部署および市町村より広く対象

地点を照会し，推薦を求めた。 そのため，結果的に地域にやや偏りがあったものの，集められた候

補地点は４６地点であり，その内訳は水の種別毎では，普通河川(砂防ダムを含む)で 10地点，農業
用水で 18地点，上水道・下水道で 10地点，そしてその他の水で 8地点となっている。 詳細は 表
２－１ のとおりである。 
 
 これら候補地点から導入モデルを選定するために，まず以下のプロセスを経て，候補地点につい

て整理を実施した。 
  
① 全 46すべての候補地点における「流量」と「落差」および流量の変動要因の有無，そして

写真データ等を収集。 
② 収集したデータ等を元に当該候補地点の持つ「特徴」と「課題」を洗い出し，データ化。 
③ 写真データ及び聞き取り等から確認した周辺環境より，当該候補地点の保有する水力エ

ネルギー（他に想定賦存エネルギー量や，エネルギーポテンシャル(EP)量を表記）を算出。 
さらに，大まかな水力発電設備の実現形態を割り当てることで，水車発電機効率を仮決め

し，それを元に取り出し可能となるエネルギー（想定発電出力）の規模を算出。 
 
 
 



- 38 - 

NO 地点名 水種別 所在地

1 小出郷第１号頭首工 河川 魚沼市葎沢

2 二級河川猿毛川頭首工 河川 上越市柿崎区猿毛

3 関川第１号砂防えん堤 砂防ダム 妙高市関川

4 木浦川第２号砂防えん堤 砂防ダム 糸魚川市大字木浦

5 安野川第１号砂防えん堤 砂防ダム 阿賀野市今坂

6 折立又川砂防ダム 砂防ダム 魚沼市下折立

7 西川第１号砂防ダム 砂防ダム 魚沼市高倉

8 五味沢砂防ダム 砂防ダム 魚沼市大白川

9 八海砂防えん堤 砂防ダム 南魚沼市荒金の奥(水無川水系)

10 清水下流砂防えん堤 砂防ダム 南魚沼市清水の奥(登川水系)

11 １　魚野川幹線用水路 農業用水 南魚沼市石打

12 ２　登川右岸幹線用水路 農業用水 南魚沼市長崎高棚

13 ３　姥沢下流排水路 農業用水 南魚沼市長崎横新田

14 ４　天神川排水路 農業用水 南魚沼市長崎広道

15 ５　掛之下用水路 農業用水 南魚沼市掛之下

16 ６　中江排水路 農業用水 南魚沼市早川

17 ７　岩鼻用水路 農業用水 南魚沼市大木六

18 ８　一日市用水路 農業用水 南魚沼市関

19 ２　福島潟西部幹線用水路（１号落差工） 農業用水 阿賀野市　寺社　地内

20 ３　福島潟西部幹線用水路（２号落差工） 農業用水 阿賀野市　熊居新田　地内

21 １　池平用水路落差工 農業用水 魚沼市池平字荒神原

22 ２　池平用水路急流工 農業用水 魚沼市中家字漆沢

23 ３　原用水路急流工 農業用水 魚沼市中家字漆沢

24 山本地内農業用水路（JR導水） 農業用水 小千谷市大字山本1074番2地先

25 小出支線用水路（減勢工） 農業用水 魚沼市上原

26 小出郷右岸用水路① 農業用水 魚沼市七日市

27 小出郷右岸用水路② 農業用水 魚沼市七日市

28 １　右岸幹線水路（右岸取入口） 農業用水他 阿賀野市　小松　地内

29 赤坂山浄水場　６拡着水井 上水道 新潟県柏崎市新赤坂一丁目１番６２号

30 新潟浄化センター 下水道 新潟市東区下山3丁目680番地

31 新津浄化センター 下水道 新潟市秋葉区古田ノ内大野開2番地

32 長岡浄化センター 下水道 長岡市上柳町字下ノ島257番地3

33 六日町浄化センター 下水道 南魚沼市五日町字野中1967番地5

34 堀之内浄化センター 下水道 魚沼市新道島364番地

35 国府川浄化センター 下水道 佐渡市八幡1938番地1

36 新井郷川浄化センター 下水道 新潟市北区名目所1丁目167番地

37 西川浄化センター 下水道 新潟市西区笠木339番地

38 糸魚川市浄化センター 下水道 糸魚川市大字竹ケ花499

39 小出市街流雪溝放水路⑤ その他 魚沼市小出島

40 小出市街流雪溝放水路① その他 魚沼市小出島

41 小出市街流雪溝放水路② その他 魚沼市小出島

42 小出市街流雪溝放水路③ その他 魚沼市小出島

43 小出市街流雪溝放水路④ その他 魚沼市小出島

44 シルバーライン２号トンネルと３号トンネルの間 その他 魚沼市上折立

45 五十沢キャンプ場 その他 南魚沼市永松

46 小滝川ヒスイ峡学習護岸 その他 糸魚川市大字小滝地内  
表２－１ 候補地点一覧 
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 モデル地点選定の評価項目  

 
次に，導入モデルを選定する際の評価項目について整理を行った。 本調査での目的に鑑み，

共通の評価項目として「経済性」および「波及性」を選択した。 
 
 
【 経済性 】 
「経済性」とは，マイクロ水力発電の導入判定において最も大切な評価要因であり，その発電設備

が経済的に成立するか否かで判断される。 概略検討時に用いられる「経済性」評価の手法の代表

的なものとして，「投資回収年」が挙げられる。 
 
※投資回収年 
毎年の収入（売電による売上額，または電気料金の節約額）と，支出（発電所の運営管

理の経費）から得られる収支の累計額が，初期投資額(建設事業費)を上回るのに要する
年数のこと。 
事業化の一つの指標として，発電事業者が設定する投資回収年(例えば，発電設備の
法定耐用年数)にて収支累計額が初期投資額を上回ることが挙げられる。 

 
本選定では，収入の計算根拠となる“発電機出力”，初期投資額の計算根拠となる“設計の難易

度”や“設置工事費に影響を与える複数の項目”を挙げて比較・判断することで評価することとした。 
 
 
【 波及性 】 
評価項目である「波及性」については，その当該地点のモデル検討結果によって，他の同様類似

地点に与える影響度合いを考慮したものである。 例えば，導入モデル地点として検討された結果を

第三者が閲覧することで，当該地点と同様な水回し方法や，地形形状等，「似たような候補地点」が

多く出てくることが想定される場合には，「モデルとしての波及性が高い」とした。 
 
 
【 その他特徴的事項による判断ポイント 】 
さらに第三の評価項目として，水インフラの種別毎に第１章で紹介した「発電所事例」から見られる

「特徴」より，それぞれ判断ポイントをあげ，評価することとした。 
 
① 普通河川を利用したマイクロ水力発電における特徴 

・ 本川の構築物を用いて取水する方法をとることが多い 
・ 土木工事費の多寡が経済性を左右 
・ 建設費が高額になる傾向 
・ 河川区域内の設置許可には時間が必要 

 

 ○取水方式 
この違いにより，取水量や土木工事費など多方面に影響 

○周辺の状況 
取水方式と併せ，導水路設計他に影響 

○現地へのアクセス 
初期の検討・設計段階から運用時の保守性まで影響 

判断ポイント 
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② 砂防ダムを利用したマイクロ水力発電における特徴 

・ 後付にて取水設備を設置することが多い 
・ 土木工事費の多寡が経済性を左右 
・ 建設費が高額になる傾向 
・ 河川区域内の設置許可には時間が必要 

 

 ○取水方式 
○周辺の状況 
○現地へのアクセス 

 
 
③ 農業用水を利用したマイクロ水力発電における特徴 

・ 一年を通じて流量が変化 （灌漑期と非灌漑期） 
・ 落差工や急流工など，目に見える低落差が点在 
・ 水利権の許可申請の問題あり 

 

 ○落差の実現方法 
従来の導水管敷設方法に加え，水路に直接水車を設置す

る方式が現れ，その選択が大きな鍵となる 
○周辺の状況 
○防音対策 
人の生活に身近な水路であるため，防音の要否は大きな

影響 
 
 
④ 上水道を利用したマイクロ水力発電における特徴 

・ 小水力発電が注目を集める原因の一つとなった方式 
・ 水道インフラが持つ減圧弁や流量調整弁に代わり発電 
・ 土木工事費低減が見込まれ，経済性は優位 

 

 ○既設設備の構造 
既設設備の利用が前提であり，その構造の影響度は大 

○設備設置のスペース 
弁室空間の広狭は，設計から施工・運用まで広く影響 

○先行事例の有無 
事例の有無は設計から施工・運用まで広く影響 

 
 
⑤ 下水道を利用したマイクロ水力発電における特徴 

・ 設備の最終処理槽から河川や海へ放流する地点を利用 
・ 既設設備に，極力干渉しない形で発電設備を設置する方法

が望ましい 

 

 ○既設設備の構造 
○設備設置のスペース 
○先行事例の有無 

判断ポイント 

判断ポイント 

判断ポイント 

「河川」と 
同等基準 

判断ポイント 

「上水道」と

同等基準 
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⑥ その他の水を利用したマイクロ水力発電における特徴 

・ その他に検討できる水種別として，湧水・温泉水・工業用水

等がある 
・ 低流量地点が多く，有効落差の設定が設計に影響 
・ 独自な発電設備となることが多い 

 

 ○設備注目度 
身近な環境を流れている物が多く，発電設備としての注目

度は大きな影響を持つ 
○防音対策の有無 
人の生活に身近な存在であり，防音の要否は大きな影響 

○水利権交渉の有無 
従属発電の水利権許可の要否は事業全体に大きな影響 

 
 

判断ポイント 
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以上の評価項目に対し，各地点毎に先に整理したデータに基づいて判断を加え，評価を実施し

たものを次々ページ以降に示す。 
 
 

【 選定評価一覧の見方 】 

 
○各評価項目毎に，3段階もしくは 4段階で評価 
 最も高い評価の場合は，背景色を黄色に変更してある。背景色が変更されて

いるセルが多ければ多い程，評価が高いことを表す。 
 
○共通で利用している評価項目においても，その評価値は水種別毎に異なる 
例)「設計難易度」で「並」と評価されていても，河川水の場合と農業用水の場
合とでは同じ難易度では無い 
 
○各項目の評価記号（◎，○，△） 
評価の記号は，同一水種別地点での“相対的”な優劣を表すものであって，当

該地点の絶対的な優劣を表すものではない。 
 
○総合判定は，３つの評価を合わせて最も高得点となっている上位 2つを選択 
なお，農業用水の場合は発電設備の実現形態毎に上位設備を選択している 
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0

0
.0
0

0
.6

0
.7

0
.7

可
能
性
有
り

有
有

有
有

有

ｋ
W

9
.0

1
3
.7

－
－

1
3
7
.2

－

難
難

難
難

難
難

大
大

大
大

大
大

並
難

並
難

難
並

不
要

不
要

不
要

不
要

不
要

不
要

不
要

長
距
離

短
距
離

長
距
離

長
距
離

短
距
離

１
（
取
水
枡
設
置
）

２
（
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
敷
設
）

１
（
取
水
枡
設
置
）

１
（
取
水
枡
設
置
）

１
（
取
水
枡
設
置
）

３
（
越
流
部
集
水
加
工
）

並
悪
条
件

好
条
件
(整
備
済
）

悪
条
件
(森
林
)

悪
条
件
(森
林
)

並

良
並

良
悪
　
(遠
い
）

悪
　
(遠
い
）

並

○
△

－
－

◎
－

△
△

△
△

△
△

○
△

◎
－

－
○

・
河
川
本
川
の
構
築
物
で
あ
り
，
後
付
で

の
水
力
発
電
に
は
，
十
分
な
検
討
や
設

計
が
必
須

・
メ
イ
ン
ゲ
ー
ト
横
に
あ
る
魚
道
で
の
実

現
可
否
を
検
討

・
集
落
，
公
道
か
ら
離
れ
て
い
る

・
水
路
(川
)幅
が
あ
り
，
取
水
設
計
，
工

事
が
難
し
い

・
ダ
ム
近
隣
は
整
備
さ
れ
，
良
好
な
環
境

・
取
水
方
法
お
よ
び
発
電
所
設
置
場
所

に
は
十
分
な
検
討
が
必
要
で
，
そ
れ
に

よ
り
発
電
所
規
模
は
大
き
く
変
動
す
る
可

能
性

・
集
落
，
公
道
か
ら
離
れ
て
い
る

・
取
水
方
法
お
よ
び
発
電
所
設
置
場
所

の
検
討
が
必
要

・
集
落
，
公
道
か
ら
離
れ
て
い
る

　
（
除
雪
路
線
終
了
か
ら
5
K
m
先
）

・
周
囲
に
送
電
線
も
需
要
設
備
も
不
在

・
取
水
方
法
の
検
討
が
必
要

・
集
落
か
ら
離
れ
て
い
る

・
公
道
は
近
く
，
河
岸
は
整
備
さ
れ
て
い

る ・
取
水
方
法
お
よ
び
発
電
所
設
置
場
所

の
検
討
が
必
要

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
４
３
－

1
3

4

魚
沼
市

妙
高
市

糸
魚
川
市

9

南
魚
沼
市

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

現
地
へ
の
ア
ク
セ
ス

設
計
難
易
度

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

そ
の
他

取
水
改
良
方
法

周
辺
の
状
況

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

経
済
性

モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

2

上
越
市

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

種
別

想
定
効
率

水
況
変
化

施 工 性

経 　 済 　 性

そ 　 の 　 他 評 　 価

想 定 発 電 計 画



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
河
川
，
砂
防
ダ
ム
）

2
/
9

想
定
流
量

m
3
/
s

想
定
落
差

ｍ ｋ
W

ｋ
W

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

現
地
へ
の
ア
ク
セ
ス

設
計
難
易
度

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

そ
の
他

取
水
改
良
方
法

周
辺
の
状
況

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

経
済
性

モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

種
別

想
定
効
率

水
況
変
化

施 工 性

経 　 済 　 性

そ 　 の 　 他 評 　 価

想 定 発 電 計 画

6
7

魚
沼
市

魚
沼
市

折
立
又
川
砂
防
ダ
ム

西
川
第
１
号
砂
防
ダ
ム

五
味
沢
砂
防
ダ
ム

清
水
下
流
砂
防
え
ん
堤

砂
防
ダ
ム

砂
防
ダ
ム

砂
防
ダ
ム

砂
防
ダ
ム

登
川
水
系

0
.6
6

0
.4
1

1
.4
7

1

6
.9

6
.9

1
4
.9

9
.0

4
4
.6
2

2
7
.7
2

2
1
4
.6
4

8
8
.2
0

0
.0
0

0
.0
0

0
.7

0
.7

0
.7

0
.7

無
(渇
水
期
想
定
)

無
(渇
水
期
想
定
)

無
(渇
水
期
想
定
)

有

3
1
.2

1
9
.4

1
5
0
.2

6
1
.7

並
難

難
難

大
大

大
大

並
並

難
並

不
要

不
要

不
要

不
要

短
距
離

短
距
離

長
距
離

短
距
離

３
（
越
流
部
集
水
加
工
）

３
（
越
流
部
集
水
加
工
）

３
（
越
流
部
集
水
加
工
）

３
（
越
流
部
集
水
加
工
）

好
条
件
(整
備
済
）

好
条
件
(整
備
済
）

悪
条
件
(森
林
)

悪
条
件
(森
林
)

良
悪
　
(遠
い
）

悪
　
(遠
い
）

並

◎
△

◎
◎

△
△

△
△

◎
○

－
△

－
－

・
湯
之
谷
温
泉
郷
集
落
内
で
好
立
地

・
右
岸
左
岸
と
も
公
道
で
ア
ク
セ
ス
良
好

・
取
水
方
法
お
よ
び
発
電
所
設
置
場
所

の
検
討
が
必
要

・
集
落
か
ら
離
れ
て
い
る

・
公
道
は
近
く
，
河
岸
は
整
備
さ
れ
て
い

る ・
取
水
方
法
の
検
討
が
必
要

・
集
落
か
ら
離
れ
て
い
る

・
河
岸
が
急
峻
で
あ
り
，
発
電
所
設
置
場

所
の
検
討
は
難
し
い

・
取
水
方
法
の
検
討
が
必
要

・
集
落
ま
で
離
れ
て
い
る

・
取
水
方
法
の
検
討
が
必
要

 ①

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
４
５
－

南
魚
沼
市

8
1
0

魚
沼
市

経
済
性
の
評
価
の
高
い
３
地

点
の
中
で
，
公
道
が
隣
接
し

集
落
も
近
い
等
ア
ク
セ
ス
条

件
が
最
も
良
好



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
農
業
用
水
）

3
／
9

2
1

2
2

1
4

魚
沼
市

魚
沼
市

南
魚
沼
市

１
　
魚
野
川
幹
線
用
水
路

２
　
登
川
右
岸
幹
線
用
水
路

１
　
池
平
用
水
路
落
差
工

２
　
池
平
用
水
路
急
流
工

３
　
姥
沢
下
流
排
水
路

４
　
天
神
川
排
水
路

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

想
定
流
量

m
3
/
s

0
.7

0
.2
6

0
.5
0
1

0
.5
0
1

0
.3

0
.4

想
定
落
差

ｍ
1
3
.0

6
.7

3
.0

5
.0

2
.2

1
.5

ｋ
W

8
9
.1
8

1
7
.0
7

1
4
.7
2

2
4
.5
4

6
.4
6

5
.8
8

0
.7

0
.7

0
.7

0
.7

0
.6

0
.6

灌
漑
期
1
.7
，
非
灌
漑
期
0
.7

灌
漑
期
0
.6
，
非
灌
漑
期
0
.2
6

灌
漑
期
0
.5
，
非
灌
漑
期
0
.3

灌
漑
期
0
.5
，
非
灌
漑
期
0
.3

灌
漑
期
0
.3
，
非
灌
漑
期
？

無
(灌
漑
期
0
.4
）

ｋ
W

6
2
.4

1
1
.9

1
0
.3

1
7
.1

3
.8

3
.5

並
並

並
並

平
易

平
易

大
大

中
中

小
小

難
難

並
並

並
並

や
や
要

や
や
要

不
要

不
要

や
や
要

や
や
要

不
要

短
距
離

長
距
離

短
距
離

短
距
離

不
要

１
（
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
敷
設
）

１
（
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
敷
設
）

１
（
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
敷
設
）

１
（
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
敷
設
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

並
並

や
や
悪

良
良

良

不
要

や
や
要

不
要

不
要

不
要

や
や
要

△
△

△
○

○
○

－
－

△
○

△
△

△
－

△
○

○
△

・
想
定
落
差
を
得
る
た
め
の
導
水
管
長

は
７
４
１
ｍ
と
長
い

・
導
水
管
敷
設
の
工
事
費
用
が
か
さ
む

・
想
定
落
差
を
得
る
た
め
の
導
水
管
長

は
３
０
ｍ
程

・
水
路
下
流
に
民
家
有
り

・
落
差
は
見
込
め
る
が
，
上
流
と
下
流
を

行
き
交
う
短
路
が
無
い

・
2
2
番
地
点
の
7
0
m
下
流
に
位
置
す
る

 2
2
番
と
合
同
で
発
電
す
る
手
法
あ
り

・
周
囲
に
民
家
な
く
，
送
電
線
か
ら
も
離

れ
て
い
る

・
落
差
は
見
込
め
る
が
，
上
流
と
下
流
を

行
き
交
う
短
路
が
無
い

・
上
流
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
良
い
が
，
下
流

は
民
家
か
ら
離
れ
て
い
る
。

・
非
灌
漑
期
の
流
量
が
不
明
の
た
め
，
潜

在
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
は
灌
漑
期
水
量
で
算

出 ・
水
路
左
岸
と
道
路
と
の
間
は
法
面
だ
が

ス
ペ
ー
ス
が
あ
る

・
落
差
工
に
直
接
設
置
す
る
タ
イ
プ
の
水

車
が
望
ま
し
い

・
非
灌
漑
期
の
流
量
が
不
明
だ
が
，
季
節

変
動
な
し
と
の
回
答

・
左
岸
は
直
ぐ
公
道
で
，
街
中
に
位
置

・
落
差
工
に
直
接
設
置
す
る
タ
イ
プ
の
水

車
が
望
ま
し
い

 ②

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
４
７
－

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

種
別

想
定
効
率

水
況
変
化

想 定 発 電 計 画

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

設
計
難
易
度

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

設
備
実
現
形
態

そ
の
他

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

1
1

1
2

1
3

南
魚
沼
市

南
魚
沼
市

南
魚
沼
市

経
済
性

モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

防
音
対
策

周
辺
の
状
況

施 工 性

経 　 済 　 性

そ 　 の 　 他 評 　 価

「
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
敷
設
」
方
式

の
中
で
、
波
及
性
や
立
地
条

件
で
優
位
で
あ
る
他
，
下
流

地
点
(N
o
.2
1
)と
の
結
合
に
よ

る
一
層
の
経
済
性
向
上
の

可
能
性
も
あ
る



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
農
業
用
水
）

4
／
9

想
定
流
量

m
3
/
s

想
定
落
差

ｍ ｋ
W

ｋ
W

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

種
別

想
定
効
率

水
況
変
化

想 定 発 電 計 画

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

設
計
難
易
度

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

設
備
実
現
形
態

そ
の
他

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

経
済
性

モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

防
音
対
策

周
辺
の
状
況

施 工 性

経 　 済 　 性

そ 　 の 　 他 評 　 価

1
6

1
7

1
8

1
9

2
3

南
魚
沼
市

阿
賀
野
市

魚
沼
市

５
　
掛
之
下
用
水
路

６
　
中
江
排
水
路

７
　
岩
鼻
用
水
路

８
　
一
日
市
用
水
路

福
島
潟
西
部
幹
線
用
水
路
（
１
号
落
差
工

３
　
原
用
水
路
急
流
工

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

0
.1

0
.1

0
.5

0
.5

3
0
.4
1
7

1
.0

0
.7

1
.0

1
.0

1
.5

1
.4

0
.9
8

0
.6
8

4
.9
0

4
.9
0

4
4
.1
0

5
.7
2

0
.3

0
.3

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

灌
漑
期
0
.1
，
非
灌
漑
期
？

灌
漑
期
0
.1
，
非
灌
漑
期
？

灌
漑
期
0
.5
，
非
灌
漑
期
？

灌
漑
期
0
.5
，
非
灌
漑
期
？

非
灌
漑
期
1
.0
　
平
均
3
.0

灌
漑
期
0
.4
，
非
灌
漑
期
0
.3

0
.2
9

0
.2
0

2
.9

2
.9

2
6
.4

3
.4

平
易

平
易

平
易

平
易

平
易

平
易

中
小

小
小

小
小

並
並

平
易

並
平
易

平
易

不
要

や
や
要

や
や
要

不
要

不
要

や
や
要

短
距
離

不
要

不
要

短
距
離

不
要

不
要

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

良
良

良
や
や
悪

良
良

不
要

不
要

不
要

不
要

や
や
要

不
要

△
△

○
○

◎
○

△
－

○
○

○
△

○
○

○
△

○
○

・
水
の
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
が
小
さ
く
，

回
収
は
経
済
的
に
困
難

・
地
点
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
良

・
水
の
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
が
小
さ
く
，

回
収
は
経
済
的
に
困
難

・
地
点
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
良

・
非
灌
漑
期
の
流
量
が
不
明
の
た
め
，
潜

在
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
は
灌
漑
期
水
量
で
算

出 ・
舗
装
路
，
送
電
線
は
近
く
，
良
好

・
落
差
工
に
直
接
設
置
す
る
水
車
が
望

ま
し
い

・
非
灌
漑
期
の
流
量
が
不
明
の
た
め
，
潜

在
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
は
灌
漑
期
水
量
で
算

出 ・
舗
装
路
か
ら
は
，
や
や
離
れ
て
い
る

・
落
差
工
に
直
接
設
置
す
る
水
車
が
望

ま
し
い

・
水
の
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
が
大
き
く
，

左
岸
舗
装
路
，
右
岸
管
理
地
と
好
立
地

・
左
岸
空
き
地
奥
に
民
家
有
り
，
防
音
対

策
の
検
討
が
必
要

・
落
差
工
に
直
接
設
置
す
る
水
車
が
望

ま
し
い

・
公
道
に
近
く
，
好
立
地

・
直
上
の
分
水
工
で
分
岐
し
て
お
り
，
片

方
は
2
2
番
地
点
（
5
0
m
先
）
と
な
る

・
落
差
工
（
急
流
工
）
に
直
接
設
置
す
る

水
車
が
望
ま
し
い

  
①

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
４
９
－

1
5

南
魚
沼
市

南
魚
沼
市

南
魚
沼
市

経
済
性
が
最
も
見
込
ま

れ
、
か
つ
立
地
条
件
が
よ

く
波
及
性
も
大
き
い



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
農
業
用
水
）

5
／
9

想
定
流
量

m
3
/
s

想
定
落
差

ｍ ｋ
W

ｋ
W

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

種
別

想
定
効
率

水
況
変
化

想 定 発 電 計 画

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

設
計
難
易
度

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

設
備
実
現
形
態

そ
の
他

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

経
済
性

モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

防
音
対
策

周
辺
の
状
況

施 工 性

経 　 済 　 性

そ 　 の 　 他 評 　 価

2
4

2
6

2
7

2
0

2
5

2
8

小
千
谷
市

魚
沼
市

魚
沼
市

阿
賀
野
市

魚
沼
市

阿
賀
野
市

山
本
地
内
農
業
用
水
路
（
J
R
導
水
）

小
出
郷
右
岸
用
水
路
①

小
出
郷
右
岸
用
水
路
②

福
島
潟
西
部
幹
線
用
水
路
（
２
号
落
差
工

小
出
支
線
用
水
路
（
減
勢
工
）

１
　
右
岸
幹
線
水
路
（
右
岸
取
入
口
）

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水

農
業
用
水
，
上
水
道
，
他

0
.8

0
.4
1

0
.4
1

3
0
.4
2

2
0
.2
9
4

0
.8

1
.8

1
.8

1
.5
 -
 0
.5

3
.1

2
.6

6
.2
7

7
.2
3

7
.2
3

4
4
.1
 -
 1
4
.7

1
2
.7
5

5
1
4
.1
0

0
.3

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

平
均
0
.8

灌
漑
期
0
.4
1
9
，
非
灌
漑
期
0
.4
1

灌
漑
期
0
.4
1
4
，
非
灌
漑
期
0
.4
1

非
灌
漑
期
1
.0
　
平
均
3
.0

灌
漑
期
0
.6
9
9
，
非
灌
漑
期
0
.4
2

有

1
.8

4
.3

4
.3

-
7
.6

3
0
8
.4

並
並

並
並

難
難

中
中

小
小

中
大

並
平
易

並
並

並
難

や
や
要

不
要

不
要

不
要

不
要

不
要

短
距
離

短
距
離

短
距
離

不
要

短
距
離

不
要

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

２
（
落
差
工
直
設
置
）

３
（
落
差
工
直
設
置
＋
α
）

－
４
（
配
管
バ
イ
パ
ス
）

や
や
悪

良
良

並
や
や
要

や
や
悪

不
要

不
要

不
要

不
要

や
や
要

不
要

○
○

○
△

○
○

△
○

○
△

△
－

△
○

○
△

－
△

・
集
落
外
れ
で
，
舗
装
路
か
ら
離
れ
て
い

る ・
エ
ネ
ル
ギ
ー
量
等
は
平
均
流
量
で
の

算
出
の
た
め
変
動
要
因
多

・
水
車
を
直
接
設
置
す
る
た
め
に
工
夫
要

・
公
道
近
く
，
向
か
い
は
市
立
中
学
校
と

好
条
件

・
通
年
で
流
量
が
ほ
ぼ
一
定
で
あ
り
，
発

電
条
件
は
良
い

・
水
路
形
状
の
改
修
が
必
要

・
公
道
近
く
，
向
か
い
は
市
立
中
学
校
と

好
条
件

・
通
年
で
流
量
が
ほ
ぼ
一
定
で
あ
り
，
発

電
条
件
は
良
い

・
水
路
形
状
の
改
修
が
必
要

・
既
設
に
よ
り
，
角
落
と
し
を
入
れ
て
水
面

を
上
下
さ
せ
て
お
り
，
小
水
力
発
電
の
設

計
に
は
難
し
い
地
点

・
水
路
脇
は
管
理
道
路
で
，
ア
ク
セ
ス
は

良
い

・
減
勢
工
，
場
内
で
の
落
差
で
あ
り
，
設

備
設
計
は
困
難

・
道
路
下
に
位
置
す
る
取
水
管
へ
の
設

置
を
想
定
す
る
が
，
当
該
地
点
へ
ア
ク
セ

ス
す
る
手
法
無
し

・
概
略
設
計
を
実
施
し
，
発
電
計
画
お
よ

び
経
済
性
を
検
討
す
べ
き
地
点

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
５
１
－



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
上
水
・
下
水
）

6
／
9

3
4

3
6

魚
沼
市

新
潟
市

赤
坂
山
浄
水
場
　
６
拡
着
水
井

新
潟
浄
化
セ
ン
タ
ー

新
津
浄
化
セ
ン
タ
ー

長
岡
浄
化
セ
ン
タ
ー

堀
之
内
浄
化
セ
ン
タ
ー

新
井
郷
川
浄
化
セ
ン
タ
ー

上
水

下
水

下
水

下
水

下
水

下
水

想
定
流
量

m
3
/
s

0
.0
8
5

0
.7
2

0
.2
9

0
.4
8

0
.1
2

0
.2
5

想
定
落
差

ｍ
1
1
1
.0

3
.1

2
.2

2
.1

2
.9

2
.3

ｋ
W

9
2
.4
6

2
1
.8
7

6
.2
5

9
.8
7

3
.4
1

5
.6
3

0
.7

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

無
有

有
有

有

ｋ
W

6
4
.7

1
3
.1

3
.7

5
.9

2
.0

3
.3

並
並

並
並

並
並

中
中

中
中

小
中

並
並

並
並

並
並

や
や
要

必
要

必
要

必
要

必
要

必
要

不
要

不
要

短
距
離

短
距
離

短
距
離

短
距
離

１
（
配
管
バ
イ
パ
ス
）

２
（
サ
イ
フ
ォ
ン
式
）

２
（
サ
イ
フ
ォ
ン
式
）

２
（
サ
イ
フ
ォ
ン
式
）

２
（
サ
イ
フ
ォ
ン
式
）

２
（
サ
イ
フ
ォ
ン
式
）

有
有

有
有

有
狭
い

有
有

無
無

無
無

◎
○

△
△

△
△

○
○

△
△

－
△

◎
◎

○
○

○
△

・
着
水
井
後
の
減
圧
弁
室
（
バ
イ
パ
ス
管

あ
り
）
に
設
置
が
可
能
な
好
立
地

・
低
流
量
，
大
落
差
モ
デ
ル
で
あ
り
，
水

車
設
計
に
ノ
ウ
ハ
ウ
要

・
水
利
権
対
応
が
必
要

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

・
県
内
処
理
場
で
は
，
最
も
処
理
量
の
多

い
地
点

・
具
体
的
な
実
現
案
の
策
定
に
よ
り
，
普

及
効
果
高
い

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

・
流
量
が
少
な
く
，
設
備
設
計
に
工
夫
が

必
要

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

　
①

  
②

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
５
３
－

2
9

3
0

3
1

柏
崎
市

新
潟
市

新
潟
市

長
岡
市

3
2

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

水
況
変
化

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

そ
の
他

設
備
実
現
形
態

先
行
事
例
の
有
無

経
済
性

想 定 発 電 計 画
経 　 済 　 性

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

種
別

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

そ 　 の 　 他 評 　 価
モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

設
計
難
易
度

設
備
設
置
ス
ペ
ー
ス

施 工 性

想
定
効
率

規
模
的
に
も
経
済
的
に

も
最
も
高
く
，
か
つ
波
及

性
が
大
き
い

経
済
性
が
高
く
、
諸
条

件
も
整
っ
て
お
り
実
現

性
が
高
い



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
上
水
・
下
水
）

7
／
9

想
定
流
量

m
3
/
s

想
定
落
差

ｍ ｋ
W

ｋ
W

建
柱
の
有
無

上
流
対
策
の
有
無

水
況
変
化

総
　
合
　
判
　
定

　
そ
の
他
の
課
題
等
コ
メ
ン
ト

想
定
発
電
機
出
力

(水
車
発
電
機
効
率
考
慮
時
)

そ
の
他

設
備
実
現
形
態

先
行
事
例
の
有
無

経
済
性

想 定 発 電 計 画
経 　 済 　 性

地
点
番
号

市
町
村
名

水
利
権
者

候
補
地
点

種
別

土
木
工
事
量

工
事
空
間
・
難
易
度

そ 　 の 　 他 評 　 価
モ
デ
ル
と
し
て
の
波
及
性

想
定
潜
在
エ
ネ
ル
ギ
ー
量

(水
車
選
定
前
1
0
0
%
効
率
時
)

設
計
難
易
度

設
備
設
置
ス
ペ
ー
ス

施 工 性

想
定
効
率

西
川
浄
化
セ
ン
タ
ー

糸
魚
川
市
浄
化
セ
ン
タ
ー

六
日
町
浄
化
セ
ン
タ
ー

国
府
川
浄
化
セ
ン
タ
ー

下
水

下
水

下
水

下
水

0
.1
2

0
.0
2

0
.0
9

0
.0
5

2
.6

2
.8

2
.1

1
.8

3
.0
5

0
.5
4

1
.8
5

0
.8
8

0
.0
0

0
.0
0

0
.6

0
.3

0
.3

0
.3

有
無

有

1
.8

0
.1
6

0
.5
5

0
.2
6

並
並

並
並

中
中

小
小

並
並

並
並

必
要

不
要

必
要

不
要

短
距
離

短
距
離

短
距
離

短
距
離

２
（
サ
イ
フ
ォ
ン
式
）

３
（
滝
の
落
差
利
用
）

－
－

狭
い

無
　
(池
上
部
)

有
有

無
類
似
例
有

無
無

△
△

△
△

－

－
－

－
－

△
△

○
○

－
－

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

・
流
量
が
少
な
く
，
設
備
設
計
に
工
夫
が

必
要

・
放
水
方
法
が
独
自
形
式
で
あ
り
，
発
電

モ
デ
ル
と
し
て
の
汎
用
性
低
い

・
目
に
触
れ
る
機
会
が
高
く
，
Ｐ
Ｒ
効
果
あ

り
。

・
流
量
が
非
常
に
少
な
く
，
適
用
水
車
の

十
分
な
検
討
が
必
要

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

・
流
量
が
非
常
に
少
な
く
，
適
用
水
車
の

十
分
な
検
討
が
必
要

・
上
流
に
設
置
さ
れ
た
堰
式
流
量
計
へ

影
響
が
出
な
い
よ
う
に
配
慮
が
必
要

現
地
調
査
に
て
撮
影

－
５
５
－

3
5

3
7

3
8

糸
魚
川
市

新
潟
市

3
3

南
魚
沼
市

佐
渡
市



 



地
点
選
定
評
価
　
一
覧
　
（
そ
の
他
）

8
／
9

4
4

魚
沼
市

小
出
市
街
流
雪
溝
放
水
路
⑤

小
出
市
街
流
雪
溝
放
水
路
①

小
出
市
街
流
雪
溝
放
水
路
②

小
出
市
街
流
雪
溝
放
水
路
③

小
出
市
街
流
雪
溝
放
水
路
④

バ
ー
ラ
イ
ン
２
号
ト
ン
ネ
ル
と
３
号
ト
ン
ネ
ル

そ
の
他

そ
の
他

そ
の
他

そ
の
他

そ
の
他

そ
の
他
(湧
水
)

流
雪
溝
管
理
組
合

流
雪
溝
管
理
組
合

流
雪
溝
管
理
組
合

流
雪
溝
管
理
組
合

流
雪
溝
管
理
組
合

想
定
流
量

m
3
/
s

0
.7

0
.3
5

0
.3
5

0
.3
5

0
.3
5

0
.0
5

想
定
落
差

ｍ
1
.5

1
.5

1
.5

1
.5

1
.5

3
5
.0

ｋ
W

1
0
.2
9

5
.1
4

5
.1
4

5
.1
4

5
.1
4

1
7
.1
5

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

0
.6

無
無

無
無

無
無

冬
期
消
雪
時
の
み
通
水

ｋ
W

6
.1

3
.0

3
.0

3
.0

3
.0

1
0
.2

並
並

並
並

並
難

小
中

小
小

小
中

並
並

並
並

並
難

や
や
要

や
や
要

や
や
要

や
や
要

や
や
要

不
要

不
要

不
要

不
要

不
要

不
要

短
距
離

高
高

高
高

高
低

や
や
要

や
や
要

や
や
要

や
や
要

や
や
要

必
要

有
有

有
有

有
無

◎
○

○
○

○
○

○
△

△
△

△
－

○
○

○
○

○
△

・
冬
期
，
雪
が
流
れ
て
来
た
時
の
水
車
対

処
方
法
の
検
討
要

・
流
雪
溝
設
置
モ
デ
ル
と
し
て
，
検
討
の

価
値
が
高
い

・
課
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２. 選定の結果 
 
以上の検討より，以下の７地点を選定した。 
 

水種別 地点名 番号 市町村名 
想定 
発電規模 

備考 

河川・ 
砂防ダム 

折立又川砂防ダム ６ 魚沼市下折立 ３１kW 
湯之谷温泉郷内でアクセ

スも良く，多類似地点への

波及効果も高い 

農業 
用水 

福島潟西部幹線用

水路（１号落差工） 
１９ 阿賀野市寺社 ２６kW 

落差工に直設置する形式

の代表として選定 

農業 
用水 

池平用水路急流工 ２２ 魚沼市中家 １７kW 

導水管敷設形式の代表と

して選定 
下流地点との合体で経済

性向上も可 

上水道 赤坂山浄水場 ２９ 柏崎市新赤坂 ６４kW 
上水道として見込みが高

く，ぜひモデル地点として

精査すべき地点 

下水道 新潟浄化センター ３０ 新潟市東区 １３kW 
県下で最大規模であり，課

題克服により他の範とな

る 

その他 
小出市街 
流雪溝放水路⑤ 

３９ 魚沼市小出島 ６kW 
流雪溝という独自水路な

がら，課題克服により波及

効果が見られる 

その他 五十沢キャンプ場 ４５ 南魚沼市永松 ４kW 
森林公園内で注目度がた

かく，水利権問題も無い 

表２－６ 選定の結果 
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第２節 モデル検討の手法 

 
１. モデルの概略検討手法 
 
マイクロ水力発電施設に関する設備を選定におけるポイントは，大きく以下の３つが挙げられる。 

 流量 （使用流量，流量の変動の状況など） 
 落差 （有効落差，落差の変動の状況） 
 設置場所の条件 （水路の運用による特徴，水路(落差工)などの構造物等） 

 
マイクロ水力発電施設として，その概略を検討するには，上記３つのポイントを明確にするため，次の

５点の確認項目について，検討を進めることとなる。 
 

【 概略検討の確認項目 】 

1. 流況の分析，および発電使用水量の検討 
2. 落差の検討 
3. 適用する水車型式の選定，および水路ルートの検討 
4. 発電規模，および発電電力量の想定 
5. 工事費，および事業費の概算額推定 

 
これら５点の確認項目のうち，前半３項目は相互に影響し合う内容であり，検討の推移により変更が

必要となることも多いため注意が必要である。 各点の内容は以下のとおりである。 
 

 
 流況の分析，および発電使用水量の検討  

 
マイクロ水力発電を実現する際，発電設備に最も影響を与えるのが，水の流れる状況「流況」であ

る。 流況の把握は発電計画の立案の最重要事項の一つであることから，存在する様々なデータを

用いて『流況曲線図』を作成する。 流況曲線図は一年３６５日各日毎の平均流量を図にて表したも

のである。 
作成した流況曲線図より当該地点の流況を把握し，実際にマイクロ水力発電施設に使用する水

量を策定する。 使用水量は，ただ単に最大値を選択するのではなく，その流量での発電運転時間

が最大になる組み合わせを検討しながら選択することが肝要であると共に，この後選定する水車型

式による適用流量範囲も大きく影響する。 
 
 

 落差の検討  

 
落差は，マイクロ水力発電に供する水の上流水面と下流水面との高低差である。 これから損失

水頭値を引いたものが有効落差となる。 なお，既存の水インフラを活用するマイクロ水力発電施設

の場合，水車選定および水路ルートの検討により，大きく落差が変更することもある。 
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 適用する水車型式の選定，および水路ルートの検討  

図２－１水車選定図 （出典：東京発電株式会社） 
 

適用する水車は，使用流量と落差から選定される。 以下に主な水車の特徴を表す。 
 
①ペルトン水車 

ペルトン水車は、ノズルから噴出

する水をバケットに衝突させる衝

動水車である。高落差・小流量

地点に適し，大型機から小型機

まで多くの採用例がある。ペルト

ン水車は流量調整機構（ニード

ル）を持ち，流量調整を要する

地点にも適用可能である。 
資料提供：東京発電(株) 

②プロペラ水車 （インライン式） 
低落差地点向けの水車である。高落差地点に適用

する場合は直列に水車を配置し，流量の多い地点で

は並列に水車を配することで対応が可能となる。 
流量調整機能を有するタイプもある。 

資料提供：東京発電(株) 
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③プロペラ水車 （サイフォン式） 

   

サイフォン効果を利用

して発電を行う。起動

時はポンプとして運転

後水車として発電を行

う。流量調整機能を持

たないため，流量の豊

富な場所で一定流量

が望ましい。 

資料提供：東京発電(株) 

④クロスフロー水車 
 
 
クロスフロー水車は，水流

が直角方向より流入し，ラン

ナ内を貫通して流出する衝

動水車であり，流量調整で

きる機構（ガイドベーン）を

備えている。 
ガイドベーンを 1/3 ガイドベーンと 2/3 ガイドベーンに分割したものでは、負荷に応じて操作が
可能で、低流量でも効率の低下を小さくすることができる特徴を有する。 

資料提供：東京発電(株) 

⑤チロリアン・クロスフロー水車 （落差工式・急流工式） 

  

農業用水路（落差工・急流工）

向け水車として開発された。 
水車上部を流水の一部が越流

することで，除塵効果を有する

と共に，吸出効果を利用して落

差工の高低差を有効落差とし

て利用する。 
資料提供：東京発電(株) 

 
水車選定により，流量または落差に変動が出る場合には，前項および前々項まで戻って検討を行

うこととなる。 また，適用水車の型式により導水路（水路ルート）の選定・検討も実施する。 導水路

のルート選定は極力設置工事費を抑えることや発電規模へ与える影響等を加味しながら検討する。 
また，開渠構造の導水路や上流水路を考える場合，水分を含んだ雪塊が水車に進入しないように

する等，積雪に対する考察・検討も大切である。  
 
 

 発電規模，および発電電力量の想定  

 
第１章第２節「１．マイクロ水力発電が適用される水種，事業体」（P.1-2）に示したように，水力発電

の基本公式を用いることで，以上の３項目（流量，落差，水車型式）から，当該発電設備の発電規模
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（発電機出力）を算出することが可能となる。 しかし，基本公式にある「効率（水車と発電の総合効

率）」は，３項目が影響し合うことで変化することとなり一律ではない。 過去，小水力発電設備に用い

る水車は，その流量や落差（さらに，水の変動要因）からも中小水力発電のダウンサイジング版であ

ることが多く，その総合効率も 65％から 75％程度で判断して差し支えなかったが，近年では設備投
資額と効率を比較し，敢えて効率を求めずに(比較的)安価に設備構築を実現する手法も増加して
いることから，総合効率は一概に定数で表せない状況にある。 

 
併せて一年間における発電電力量の算定を実施する場合においても，複数年間の流量測定記

録を根拠として算定し，初めて正確な想定が可能となるが，そのような記録を所持している候補地点

は「稀」であり，概算から推定し想定することが多い。  
発電規模(発電機出力)および年間の発電電力量に関しては，その後１０年以上に渡り運営される

マイクロ水力発電施設の事業性と大きく関係することから，安易に考えず，水力発電実務の専門家

に意見を求める等，慎重に算出することが肝要である。 
 
なお，本検討では，発電機の運転時間を一般的に用いられている，年間で１1 ヶ月稼働（１ヶ月停

止）した場合で算定する。 計算式は以下のとおりである。  
 
※ 発電機年間運転時間 ＝ 8760時間 × （11／12）ヶ月 ＝ 8030時間 
 
 

 工事費，および事業費の概算額推定  

 
概算工事費を算定するに当たり，検討しなければならい項目を次に挙げる。 
［機器費用］ 水車 

発電機 
制御装置(監視装置) 
系統連系装置（必要に応じて） 

［工事費］ 土木工事費 
電気工事費 
機器据付費 
送電線費（必要に応じて） 

 
次に概算事業費を算定するに当たり，考慮しなければならい項目を次に挙げる。 
［直接経費］ 人件費 ： 運営・管理者等 

委託費 ： 電気主任技術者手配（必要に応じて）等 
修繕費 ： 消耗品交換等 
修繕積立費 ： 大規模修繕に対する積立金 
その他 ： 水利使用料他 

［間接経費］ 諸経費 
［資本費］ 減価償却費 ： 定額法と定率法がある 

 水車発電機の耐用年数は一般で２０年 
支払利息 ： 標準的な利率で 2%程度 
固定資産税 ： 標準税率は 14% 
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これら費用について，それぞれ同様事業の実施者から聞き取ることで推定したり，製造業者から見積

もりを取ったりして，概算額を決定する。 この段階では余り精度を追い求めることはせず，事業予算

を策定する事前段階での概算額を掴む程度にとどめることも選択肢の一つである。 
なお，民間事業者がマイクロ水力発電施設の所有者になると，資本費における固定資産税（およ

び黒字事業の場合は事業税）の影響は大きくなるため，注意が必要である。 本報告では，水管理

者が事業推進を検討することを主としていること，および資本費の算出は個別事情に大きく左右され

ることから，以降の検討では資本費については計上しないこととする。 
 
 
 
２. 検討地点に対する評価手法 
 
前項「１．モデルの概略検討手法」にて挙げた「５つの確認項目」を明確にすることにより，当該マ

イクロ水力発電施設検討地点に対する評価を判断する。 
 

【 評価の確認項目 】 

A) 経済性 （単年度収支，投資回収年） 
B) 二酸化炭素削減量 （系統電源との対比量） 
C) 環境学習等に対する機会提供頻度 
D) 観光等地域振興に対する影響 
E) その他 

 
これら確認項目は，全てを同列に並べて判断するものではなく，導入目的に応じて評価すること

が最も大切である。 
 
 

 経済性（単年度収支，投資回収年）  

 
単年度収支は，発電所建設後の各年度の収支のことであり，発電所の毎年の収入額（売電による

売上額，または電気料金の節約額）と，支出額（発電所の運営管理の経費）から得られる。 
※ 単年度収支 ＝ 収入額 － 支出額 

 
本検討では，わかりやすくするために減価償却費を使わず，単年度収支と投資回収年で算定す

る。 また，今回は固定資産税については省略し，支払利息についても借入をするかわからないの

で省略する。 
この単年度収支が赤字であれば，運転すればするほど損失額が増加することになり，黒字であれ

ば運転により初期投資額(建設事業費)を回収する見込みが立つこととなる。 第 2章第 1節「１．選
定のプロセス」（P.2-1）に示した「投資回収年」は，この単年度収支の累計額が，初期投資額(建設事
業費)を上回るのに要する年数のことを表しており，単年度収支の額が大きければ大きいほど，回収
年は短くなり，発電所設備の経済性は高いと評価される。 

 
 

 二酸化炭素削減量（系統電源との対比量）  
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マイクロに限らず水力発電施設は再生可能エネルギーであり，発電に際し二酸化炭素の排出が

無いのが特徴である。 この二酸化炭素の排出量の削減効果は，下式により算出される。 
※ 二酸化炭素削減量 ＝ 発電電力量 × 電力量あたりの二酸化炭素排出係数 

 
「電力量あたりの二酸化炭素排出係数」とは，系統電源を 1[kWh]利用するのにあたりどれだけの二
酸化酸素を排出しているかを示す数値であり，経済産業省・環境省令第 3号(平成 18年)にて定め
た排出係数値は 561[ｇ-CO2/kWh]（平成 21年度版）となる。 また各電力会社も同様に二酸化炭
素排出係数を公表しており，平成 21年度における東北電力株式会社のそれは 322[ｇ-CO2/kWh]
となっている。 
 
 発電した電力を全量自家消費した場合は，上式より算出した削減量を「削減した」と表せるが，電

力会社に売電する場合，その多くは二酸化炭素削減分（環境価値分）も含めて売ることが多く，この

場合は「削減に貢献している」形となるため，注意が必要である。 なお本調査では売電・自家消費

のどちらについても，「削減効果」として評価している。 
 

 
 環境学習等に対する機会提供頻度  

 
マイクロ水力発電の導入目的として，「地域や児童に対する環境学習の場として利活用」すること

が挙げられる。 CO2の排出量削減と同様に地域の環境保全への貢献としてプラスに考えられるこ
とから，立地条件や発電設備の独自性等を総合的に勘案して，そのような機会の提供が見込まれる

場合等が高い評価となる。 
 
 

 観光等地域振興に対する影響  

 
マイクロ水力発電は，近年注目されはじめていることから観光につながる可能性があることから，地

域振興への影響度について評価をしている。  「環境学等に対する機会頻度」が主に地域住民に
対する影響度だとすると，本項目は他地域から当該地点に人を呼び込む事項に対するものである。 

立地の便利さや施設としての対応許容度，他事例の模範となって見学者が見込まれる場合等が高

い評価となる。 
 
 

 その他  

 
上記４つ以外で特記すべき事項がある場合は，その影響度や効果について評価している。 
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３. 検討の前提条件，電力の使途等 
 
以上の事柄に鑑み，以降 7つの候補地点それぞれに対して，導入モデルの検討を実施する。検
討に際しての前提条件を次に挙げる。 
 

【 検討の前提条件 】 

 検討事項を含む全ての項目は，2010年 12月末時点におけるものを採用・利用す
る。 それ以降の変化・変更に対しては関知しない。 

 [ Step2 検討結果]における使用水量及び落差は測定結果によるものではなく，
推薦者から提供のあった数値を使用した。 

 
 売電による収入額の算出は，RPS電源買取平均値（7.8[円/kWh]）および全量買
取制度下に移行したと仮定した買取値（15or20[円/kWh]）の３種を利用する。 

 近くに自家消費施設があり，需要の見込みがある場合のみ全量自家消費につい
ても検討した。 

 補助金については，現時点で国の予算措置が見込めるものについては算入した。
 

 工事費用は積算結果によるものではなく，類似例等から 5百万円単位レベルでの
想定額とする。 

 また，今後の技術革新による建設費の低減が期待できることから 25%ダウンしたパ
ターンを参考として試算した。 

 事業費における資本費（借入金利息等）は考慮しない。 
 

 本検討による概算値は，傾向を見るための参考値とする。 
 導入に際する課題点は，言及するに留める。 

 
 
 

 電力の使途  

 
マイクロ水力発電施設における発生電力の使途については， 

 全量自家消費 
 自家消費，余剰売電 
 全量売電 

が考えられる。 このうち自家消費に関しては，発電電力（供給）が使途(需要)を上回る場合には「発
電電力量（供給）を抑えて（需給バランスを取って）運転」するか，「余剰電力を売電」するかを選択す

ることになり，発電電力（供給）が使途(需要)を下回る場合には「系統連系し，全量を自家消費」する
形となる等，様々な形態が考慮される。 導入モデルの検討においては，電力消費施設が想定され

るものは全量自家消費，想定されないものについては全量売電の２パターンを設定した。 
 
全量売電に関しては，2012年 4月施行を目指し検討されている全量買取制度（第 1章第 3節「１．

マイクロ水力発電 現状での課題」参照）の動向を確かめつつ，検討を考慮する必要がある。 
なお，従来当該地点の持つ水力エネルギーから得られる発電電力量を基準に，その電力の使途
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を検討する設備事例が大半であったが，群馬県嬬恋村でのマイクロ水力発電設備のように電力使

途（鳥獣除け電気柵の設置）が基準になって発電設備を検討する事例も見られる。 
 
 
 
 

第３節 導入モデル検討 

 
次ページよりマイクロ水力発電施設の導入検討を行う際に，参考となる導入モデルの検討を表す。 

各地点の特徴を次表に示す。 
 

 種別 地点名 事例形態 
１ 河川・ 
砂防ダム 

魚沼市 
折立又川砂防ダム 

既設砂防ダムに改良を施し，導入 

２ 農業用水 阿賀野市 
西部幹線用水路 1号落差工

水路落差工に，直接水車を設置 

３ 農業用水 魚沼市 
池平用水路急流工 

水路に土木工事を加え導水管を敷設して実

現 
４ 上水道 柏崎市 

赤坂山浄水場 
河川（河内ダム）から取水し，浄水場手前で減

圧している水道原水を利用 
５ 下水道 新潟市 

新潟浄化センター 
最終処理槽からの放流水を利用 

６ その他 魚沼市 
小出市街流雪放水路 

市街を流れる放水路(冬季は流雪溝利用)を
活用 

７ その他 南魚沼市 
五十沢キャンプ場 

整備済みの湧水を活用 
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１. モデル１： 河川・砂防ダム ： 魚沼市 折立又川砂防ダム地点 
 
[ 地点状況 ] 

 
当該地点 (右岸県道より) 

 
左岸から堤体上部を俯瞰 

 
ダム直下の下流状況 

 
右岸を並行して走る県道 

現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 河川の流量が多く，ダム堤体を越流して流れている状況 
湯之谷温泉郷集落内にあり，好立地 
（下流直下にゆのたに荘，ゲートボール場等あり） 
左岸横も管理用道路が走っており，アクセスは良好 
 

類似事例 規模： 利平茶屋発電所 
取水方式： 利平茶屋発電所，金山沢川発電所，葛西水再生センター発

電所 
設置方式： 利平茶屋発電所，金山沢川発電所 
 

検討の方向性 ダム堤体の改造ではなく，越流部分の加工により集水する方式を採用 
取水後は圧力鉄管を敷設して，発電設備へ導水 
発電後の水は，そのまま河川へ 100%放流 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 0.66[m3/s] 
渇水期での想定流量であり，年間を通じてこれ以下となることは稀 
 

落差 6.9[m] 
堤体の高低差は６．９[m]であり，取水面および放水面の落差も同値を使
用 （ただし，下流水面の上昇は要検討事項） 

水車形式 プロペラ水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有る 
 

導水方法 
(水路ルート) 

上流に取水枡，下流に放水枡を設置し，両者間を圧力鉄管で結ぶ 
圧力鉄管は，ダム堤体を貫通せず，サイフォン方式を用いて迂回する 
 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 31[kW] 
河川の流量増により，下流水面の上昇（落差減少による出力減）が懸念 
９．８＊０．６６＊６．９＊０．７ 

発電電力量 224[MWh] 
通年で一定流量を確保した運転だが，落差変動と設備稼働率を考慮し

て想定 
３１＊８０３０[h]＊０．９（出力減見込率） 

電力の使途 下流に公衆トイレや温泉施設等あるが，電力量が見込めることから全量売

電を推奨 
（自家消費の可能性無しと判断） 

 
設備実現のイメージ図 

 
資料提供：東京発電(株)
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約４５百万円 
河川区域内への取水枡および放水枡の設置工事費により増減 
水車代も，調達先・調達方法により差が大きい 

事業費 年収入額：  
現行 1,747千円／年  （全量買取制度下 3,360～4,480千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

900千円 
（電気主任技術者委託費470千円，修繕費100千円，修繕積立費200
千円，他 130千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3 4

電力の使途
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 224,000

Ａ 建設費 [千円] 45,000

Ｂ 補助金設定率 [％] -

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 900

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 470

（２）修繕費 [千円] 100

（３）修繕積立費 [千円] 200

（４）その他 [千円] 130

Ｄ 年収入額 [千円／年] 1,747 3,360 4,480 3,360 4,480

（１）自家消費 [円] 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 1,747 3,360 4,480 3,360 4,480

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 847 2,460 3,580 2,460 3,580

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 54 19 13 14 10

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 125.6 125.6 125.6

ケ
ー

ス

900

470

- -

参考

売電
(全量買取制度)

200

130

200

130

売電
(全量買取制度)

224,000

100100

224,000

33,750

470

900

45,000

 

※適用可能な補助金制度が想定できず，設定率は空欄とした。 
※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合でも，単年度収支・投資回収年とも良好。 
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評価 ［経済性］ 
全量買取制度へ移行することで，水車の法定耐用年数(20年)未満で
の投資回収が可能  

 
［二酸化炭素低減効果］ 

125.6[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
湯之谷温泉郷内に立地すると共に，河川両岸に道路が通っているこ

と，下流ゲートボール場横に公衆トイレがあることから，提供頻度は高い

 
［観光等地域振興に対する影響］ 
砂防ダムによるマイクロ水力発電事例は少なく，見学需要は見込み有り

 
［その他］ 

 
 

課題点 ・ 砂防ダムにおける取水方法は，個別例に寄る部分が多く，年間の流況

を把握した上で決定することが肝要 
特に大水に対する対策は必須 
（本モデルでは，発電使用水量以上の水は，従来の砂防ダムの越流部

分を通るようにすることで対応とした。） 
・ 河川区域内への発電設備設置であるため，関係法令(河川法)への適
切な対応が必要 

・ ダム堤体自身に取水口を設けるような場合，ダム強度の変更となり，河

川法申請の強度計算の見直し等多大な作業が発生 
 
 

まとめ 全量買取制度下においては，投資回収年数が 20年以内で，水車発電機
の耐用年数 20年を下回ることから，収益を目的とした事業化が見込まれ
る。 
また，湯之谷温泉郷内にあり，河川の両岸に道路が通っていてダムまでの

アクセスが良く，かつ砂防ダムによる事例が少ないことから環境学習効果

や観光振興，街おこしが期待される。 
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２. モデル２： 農業用水 －１ ： 阿賀野市 西部幹線用水路 1号落差工 
 
[ 地点状況 ] 

 
当該落差工 

 
周辺環境(赤丸部分が当該地点) 

 
落差工部(左岸より) 

 

現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 国営整備の幹線で，流量（灌漑期６[m3/s]，非灌漑期 1[m3/s]）が豊富 
左岸は舗装路，右岸は管理地 
左岸舗装路の先には民地があるが，騒音問題にはなり難い立地 
平野部を流れる幹線で，数少ない落差部分の１つ 
 

類似事例 取水方式： 那須野ヶ原用水WP，照井急流工発電所 
導水方式： 那須野ヶ原用水WP，照井急流工発電所 
発電方式： 那須野ヶ原用水WP，照井急流工発電所 
 

検討の方向性 落差工へ，直接水車を設置する方式を採用 
ゴミ対策，および騒音対策の検討が必要 
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 灌漑期 3.0[m3/s]，非灌漑期 1.0[m3/s] 
（灌漑期を 5 ヶ月間，非灌漑期を 7 ヶ月間で想定） 

 

落差 1.2[m] 
 

水車形式 チロリアン・クロスフロー水車 2台 
非灌漑期は 1台運転，灌漑期は 2台運転体制とし，発電電力量の増加
を見込む 

導水方法 
(水路ルート) 

水路に直接水車を設置する方式とするため，水路の大規模な変更は無し 
非灌漑期は，簡易堰を設置，利用して水車 1台のみに導水する 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 灌漑期 20( 13+7 )[kW]， 非灌漑期 7[kW] 
使用水量 2[m3/s]の水車 1台と，同 1[m3/s]の水車 1台の 2台体制 
電気事業法における「一般電気工作物」扱いになるよう最大を20[kW]未
満に抑える 

発電電力量 98[MWh] 
（灌漑期想定 66[MWh]，非灌漑期想定 32[MWh]） 
２０[kW]＊８０３０[h]＊（５／１２）＋７[kw]＊８０３０[h]＊（７／１２） 

電力の使途 上流の電動ゲートにて使用した後，余剰分は売電 
もしくは，全量買取制度を利用した全量売電 

 
設備実現のイメージ図 

 
資料提供：東京発電(株)     
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約３０百万円 
 

事業費 年収入額：  
自家消費量不明のため，全量売電モデルにて想定 
現行 764千円／年  （全量買取制度下 1,470～1,960千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

330千円 
（修繕費 100千円，修繕積立費 100千円，他 130千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3 4

電力の使途
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 98,000

Ａ 建設費 [千円] 30,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 330

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0

（２）修繕費 [千円] 100

（３）修繕積立費 [千円] 100

（４）その他 [千円] 130

Ｄ 年収入額 [千円／年] 764 1,470 1,960 1,470 1,960

（１）自家消費 [円] 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 764 1,470 1,960 1,470 1,960

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 434 1,140 1,630 1,140 1,630

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 35 14 10 10 7

[年] 補助金無 70 27 19 20 14

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 54.9

ケ
ー

ス

330

0

50 50

参考

売電
(全量買取制度)

330

30,000

130

54.9 54.9

100

130

100

売電
(全量買取制度)

98,000

100100

98,000

22,500

0

 
※上流にある電動ゲート弁での自家消費は見込めるが，送電線設置費用との兼ね合いから， 
不適と判断 
※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合でも，単年度収支・投資回収年とも良好。 
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評価 ［経済性］ 
全量買取制度へ移行した場合，経済性を発揮 
特に買取価格 20円ならば，水車法定耐用年数未満での投資回収が可
能 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

54.9[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
高低差の少ない幹線水路への設置は事例が少ないが，水車に｢見える

化｣機能が無いため，機会提供には工夫が必要 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 

 
 
［その他］ 
非灌漑期のみ対応(水車 1台)設備とした場合，発電機出力 7[kW]，発
電電力量 56[MWh]，工事費 15百万円と想定 

 
課題点 ・ 灌漑期と非灌漑期の流量差を克服する「手動堰」設置が必須 

・ 水路を流れるゴミ対策が必須 
・ 水都左岸道路脇に民地があり，水車の騒音対策の検討が必要 
 
 

まとめ 全量買取制度において農林水産省の補助事業を活用すると，投資回収

年数が 15年以内で，水車発電機の耐用年数 20年を下回ることから，収
益を目的とした事業化が見込まれる。 
また，日本有数の水量を誇る農業用水路であり，高低差の少ない水路で

の事例が少ないことから工夫次第では環境学習効果や観光振興，街おこ

しについても可能性がある。 
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３. モデル３： 農業用水 －２ ： 魚沼市 池平用水路急流工 
 
[ 地点状況 ] 

 
当該地点 

 
上流部拡大 

 
上流部から下流方面を眺める 

 
周辺環境（赤丸部が当該地点） 

現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 大きな落差を吸収する急流工地点 
上流は舗装路からアクセス容易だが，下流へは大きく迂回する必要 
70ｍほど下流にも，同様な大きさの落差工がある 
上流部，下流部，共に周辺に民家は少ない 
 

類似事例 取水方式： 照井発電所 
導水方式： 照井発電所 
発電方式： 照井発電所 
 

検討の方向性 上流部から下流部にパイプラインを敷設して導水する方式を採用 
（従来型の農業用水利用の発電方式） 
下流落差工まで含めた落差利用も検討する 
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 0.5[m3/s]～0.3[m3/s] 
灌漑期を 5 ヶ月間，非灌漑期を 7 ヶ月間で想定 

落差 5[m] 
現在の物理的落差を採用 

水車形式 プロペラ水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有る 
灌漑期と非灌漑期の変動は，流量調整機能で対応 

導水方法 
(水路ルート) 

上流に取水枡，下流に放水枡を設置し，両者間を圧力鉄管で結ぶ 
圧力鉄管の設置は水路脇または水路内を想定 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 17[kW] 
使用水量が最低 0.3[m3/s]時は，10[kW]相当に低下 
９．８＊０．５＊５＊０．７ 

発電電力量 103[MWh] 
（灌漑期想定 56[MWh]，非灌漑期想定 47[MWh]） 
１７[kw]＊８０３０[h]＊（５／１２）＋１０[kw]＊８０３０「h」＊（７／１２） 

電力の使途 近隣に自家消費利用できる設備が見あたらないため，全量売電を推奨 
（自家消費の可能性無し） 
 

 
設備実現のイメージ図 

 
資料提供：東京発電(株)
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約４5百万円 
水車代は，調達先・調達方法により差が大きい 

事業費 年収入額：  
現行 803千円／年  （全量買取制度下 1,545～2,060千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

900千円 
（電気主任技術者委託費470千円，修繕費100千円，修繕積立費200
千円，他 130千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3 4

電力の使途
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 103,000

Ａ 建設費 [千円] 45,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 900

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 470

（２）修繕費 [千円] 100

（３）修繕積立費 [千円] 200

（４）その他 [千円] 130

Ｄ 年収入額 [千円／年] 803 1,545 2,060 1,545 2,060

（１）自家消費 [円] 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 803 1,545 2,060 1,545 2,060

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] ▲ 97 645 1,160 645 1,160

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 － 35 20 27 15

[年] 補助金無 － 70 39 53 30

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 57.7

900

45,000

130

200

130

売電
(全量買取制度)

103,000

100100

103,000

33,750

470

57.7 57.7

ケ
ー

ス

900

470

50 50

参考

売電
(全量買取制度)

200

 
 

※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合では，単年度収支・投資回収年の向上策が

必要。 
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評価 ［経済性］ 
全量買取制度下では，単年度の収支は黒字化 
しかし建設工事費の回収は難しいため，プラスαの評価軸が必要 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

57.7[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 

 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 

 
 
［その他］ 

 
 

課題点 ・ 事業費(工事費)に対する補助制度を活用する必要有り 
・ 技術の発展等により，工事費低減の可能性有り 
 

まとめ 急流工のみでは経済性が厳しいが，落差工まで延長すると発電量が増加

し，コストパフォーマンスが上がるため，全量買取制度において農林水産

省の補助事業を活用した場合に、投資回収年数が概ね 20 年以内である

ことから、収益を目的とした事業化が見込まれる。 

（P2-40 参考モデル検討参照のこと） 
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  【参考 モデル３における 下段落差工まで一体とした検討結果】 

 
[ 地点状況 ] 

 
上流部分周辺環境 

 
上段 急流工 

 
下流部分周辺環境 

 
下段 落差工 

現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 大きな落差を吸収する急流工地点 
上流は舗装路からアクセス容易だが，下流へは大きく迂回する必要 
70ｍほど下流にも，同様な大きさの落差工がある 
上流部，下流部，共に周辺に民家は少ない 
 

類似事例 取水方式： 照井発電所 
導水方式： 照井発電所 
発電方式： 照井発電所 
 

検討の方向性 上流部急流工から下流部落差工までパイプラインを敷設して導水する方式

を採用（従来型の農業用水利用の発電方式） 
水車発電機を 1台のみ両落差の間に設置し，下流落差工分はサイフォン
効果で有効落差を稼ぐ 
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 0.5[m3/s]～0.3[m3/s] 
灌漑期を 5 ヶ月間，非灌漑期を 7 ヶ月間で想定 

落差 10[m] 
ただし有効落差は損失を 15%見込み，８．５[m]とする 
 

水車形式 プロペラ水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有る 
灌漑期と非灌漑期の変動は，流量調整機能で対応 

導水方法 
(水路ルート) 

上流に取水枡，下流に放水枡を設置し，両者間を圧力鉄管で結ぶ 
圧力鉄管の設置は水路脇または水路内を想定 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 29[kW] 
使用水量が最低 0.3[m3/s]時は，17[kW]相当に低下 
９．８＊０．５＊８．５＊０．７～９．８＊０．３＊８．５＊０．７ 

発電電力量 176[MWh] 
（灌漑期想定 97[MWh]，非灌漑期想定 79[MWh]） 
２９[kW]＊８０３０[h]＊（５／１２）＋１７[kW]＊８０３０[h]＊（７／１２） 

電力の使途 近隣に自家消費利用できる設備が見あたらないため，全量売電を推奨 
（自家消費の可能性無し） 
 

 
設備実現のイメージ図 

 
現地調査にて撮影        
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約５5百万円 
水車代は，調達先・調達方法により差が大きい 

事業費 年収入額：  
現行 1,372千円／年  （全量買取制度下 2,640～3,520千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

900千円 
（電気主任技術者委託費470千円，修繕費100千円，修繕積立費200
千円，他 130千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3 4

電力の使途
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 176,000

Ａ 建設費 [千円] 55,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 900

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 470

（２）修繕費 [千円] 100

（３）修繕積立費 [千円] 200

（４）その他 [千円] 130

Ｄ 年収入額 [千円／年] 1,372 2,640 3,520 2,640 3,520

（１）自家消費 [円] 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 1,372 2,640 3,520 2,640 3,520

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 472 1,740 2,620 1,740 2,620

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 － 16 11 12 8

[年] 補助金無 － 32 21 24 16

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 98.7

ケ
ー

ス

参考

売電
(全量買取制度)

売電
(全量買取制度)

176,000 176,000

55,000 41,250

50 50

900 900

470 470

100 100

200 200

130 130

98.7 98.7
 

 

※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合でも，単年度収支・投資回収年とも良好。 
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評価 ［経済性］ 
全量買取制度下では，単年度の収支は黒字化 
しかし建設工事費の短期間での回収は難しいが，農林水産省補助金

活用により実現度は向上 
 
［二酸化炭素低減効果］ 

98.7[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 

 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 

 
 
［その他］ 

 
 

課題点 ・ 事業費(工事費)に対する補助制度を活用する必要有り 
・ 技術の発展等により，工事費低減の可能性有り 
・ サイフォン効果を最大限活用するためには下段に近い位置が理想だ

が，保守性や配電線設置の面では上段に近い位置が良く，より一層の

工夫が必要 
 

まとめ 急流工のみでは経済性が厳しいが，落差工まで延長すると発電量が増加

し，コストパフォーマンスが上がるため，全量買取制度において農林水産

省の補助事業を活用した場合に、投資回収年数が概ね 20年以内である
ことから、収益を目的とした事業化が見込まれる。 
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４. モデル４： 上水道 ： 柏崎市 赤坂山浄水場 
 
[ 地点状況 ] 

 
当該減圧弁室 

 
同左 

 

資料提供：左下：柏崎市，他：現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 赤岩ダムから取水する赤岩ラインの着水井部にある減圧弁前の圧力を利

用する典型的な水道発電の実現例 
 
 
 

類似事例 取水方式： 若田発電所 （河川からの水道原水利用） 
導水方式： 若田発電所 （河川からの水道原水利用） 
発電方式： 若田発電所 （河川からの水道原水利用） 
 

検討の方向性 減圧弁をバイパスする形で水車発電機を設置する方式を採用 
現在の減圧弁室の空き空間に水車発電機を設置と仮定 
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 0.085[m3/s] 
図面上は 31,600[m3/D]=0.365[m3/s] 
水道原水の取水であり，変動要因は少ない 

落差 ９４．３５[m] 
導水配管の総延長が 7,782[m]あることから，配管損失を 15%見込む 

 

水車形式 プロペラ水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有る 
灌漑期と非灌漑期の変動は，流量調整機能で対応 

導水方法 
(水路ルート) 

現在の導水管をそのまま流用し，減圧弁にバイパスする形で水車発電機を

設置 
 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 55[kW] 
９．８＊０．０８５[m3/s]＊９４．３５[m]＊０．７ 

発電電力量 44１[MWh] 
流量変動がほとんど無いことを想定して算出 
５５[kW]＊８０３０[h] 

電力の使途 浄水場設備内での自家消費の後，余剰分を売電 
もしくは，全量買取制度を利用した全量売電 

 
設備実現のイメージ図 

 
資料提供：東京発電(株) 
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約 50百万円 
水車代は，調達先・調達方法により差が大きい 
水運用に対する制御方式の範囲により工事費は変動 

事業費 年収入額：  
自家消費量不明のため，全量売電モデルにて想定 
現行 3,439千円／年  （全量買取制度下 6,615～8,820千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

500千円 
（修繕費 150千円，修繕積立費 200千円，他 150千円と想定 
ただし，運営管理の人件費及び電気主任技術者は現人員内で対応す

ることとし，支出額に含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3 4

電力の使途 自家消費
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 12 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 441,000 441,000

Ａ 建設費 [千円] 50,000 50,000

Ｂ 補助金設定率 [％] － －

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 500 500

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0 0

（２）修繕費 [千円] 150 150

（３）修繕積立費 [千円] 200 200

（４）その他 [千円] 150 150

Ｄ 年収入額 [千円／年] 5,292 3,439 6,615 8,820 6,615 8,820

（１）自家消費 [円] 5,292 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 0 3,439 6,615 8,820 6,615 8,820

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 4,792 2,939 6,115 8,320 6,115 8,320

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 11 18 9 7 7 5

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 247.4 247.4

売電
(全量買取制度)

441,000

150150

441,000

37,500

0

50,000

200

150

200

150

247.4 247.4

ケ
ー

ス

500

0

－ －

参考

売電
(全量買取制度)

500

 

※適用可能な補助金制度が想定できず，設定率は空欄とした。 
※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合でも，単年度収支・投資回収年とも良好。 
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評価 ［経済性］ 
現行ＲＰＳ制度，今後の固定価格買取制度の双方共に投資回収年が

法定耐用年数を下回る好結果 
 
［二酸化炭素低減効果］ 

247.4[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
水道設備という公共施設への設置であり，社会見学と併せた機会提供

が可能 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
「電気の町」としてのイメージと新潟工科大学で行われているマイクログ

リッドの実証や雪室導入等、他の新エネルギー導入と組み合わせること

で地域振興効果が高まる。 
 
［その他］ 

 
 

課題点 ・ 水道水の水運用について，別途精査が必要 
・ 水道原水のため，水利権の許可申請が必要 
・ 現導水路途中にある「吸排気空気弁」の使用確認が必要(使用により，
有効落差の減少を見込む必要) 

・ 減圧弁室の空き空間の狭広により，水車設置場所の再検討が必要 
 

まとめ 自家消費，全量買取制度ともに，投資回収年数が概ね 10年以内で，水
車発電機の耐用年数20年を大きく下回ることから，収益を目的とした事業
化が見込まれる。 
また，水道設備という公共施設への設置であり，社会見学が可能であるほ

か，「電気の町」としてのイメージアップ等街おこし等の効果も期待される。
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５. モデル５： 下水道 ： 新潟市 新潟浄化センター 
 
[ 地点状況 ] 

 
最終槽から放流部 

 
最終槽(滅菌池)周辺環境 

 
中央奥が放流口 

 

現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 新潟県下で最大の処理量を誇る浄化センター 
最終槽(滅菌池)から河川へ放流する地点が対象 
上流に設置された堰式流量計により，処理流量を計量 
土木構築物の施工(改良)は困難 （断水可能時間が短いため） 
 

類似事例 設備方式： 葛西水再生センター発電所 
取水方式： 葛西水再生センター発電所 
 

検討の方向性 東京都と東京電力株式会社が共同研究にて実現した葛西水再生センター

発電所方式を採用 
（同発電所でも，堰式流量計を用いて流量計測しており，対策処理法有） 
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 0.72[m3/s] 
 

落差 1.8[m] 
実際の上下流の水面高低差を採用 

水車形式 プロペラ水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有る 

導水方法 
(水路ルート) 

最終槽(滅菌池)水面よりサイフォン式導水管を設置 
上部面に水車発電機を設置し，再びサイフォン効果にて放流 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 8[kW] 
９．８＊０．７２[m3/s]＊１．８[m]＊０．７ 
（一般用電気工作物扱い） 

発電電力量 64[MWh] 
ほぼ定量が年間を通じて流れることとなり，安定した発電となる見込み 
６４[kW]＊８０３０[h] 

電力の使途 浄化センター内で全量自家消費とする 
 

 
設備実現のイメージ図 

 

 
資料提供：東京発電(株) 
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約４5百万円 
水車代は，調達先・調達方法により差が大きい 
水車発電機設置場所の強度計算結果により，土台補強が必要となった

場合には土木費増 
事業費 年収入額：  

系統電源の購入金額分（768千円／年）相当を減額と想定 
（想定減額＝発電電力量×想定買電単価 12[円/kWh]） 
 
また，全量売電モデルにて想定した場合 
現行 499千円／年  （全量買取制度下 960～1,280千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

500千円 
（修繕費 150千円，修繕積立費 200千円，他 150千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3 4

電力の使途 自家消費
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 12 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 64,000 64,000

Ａ 建設費 [千円] 45,000 45,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 500 500

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0 0

（２）修繕費 [千円] 150 150

（３）修繕積立費 [千円] 200 200

（４）その他 [千円] 150 150

Ｄ 年収入額 [千円／年] 768 499 960 1,280 960 1,280

（１）自家消費 [円] 768 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 0 499 960 1,280 960 1,280

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 268 ▲ 1 460 780 460 780

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 84 － 49 29 37 22

[年] 補助金無 168 － 98 58 74 44

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 35.9 35.9 35.9 35.9

ケ
ー

ス

500

0

50 50

参考

売電
(全量買取制度)

500

200

150

200

150

売電
(全量買取制度)

64,000

150150

64,000

33,750

0

45,000

 

※年支出額に資本費が含まれる民間事業者で実施する場合では，単年度収支向上のために自

治体との協働が不可欠。 
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評価 ［経済性］ 
全量自家消費および全量買取制度下では，双方とも単年度の収支は

黒字化 
しかし建設工事費の回収は難しく，プラスαの評価軸が必要 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

35.9[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
下水道設備という公共施設への設置であり，社会見学と併せた機会提

供が可能 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
下水道設備場内のため，無制限の見学(観光)には不向き 

 
［その他］ 

 
 

課題点 ・ 上流に設置されている堰式流量計への対応が必要 
 

まとめ 単年度収支では黒字であるが，自家消費，全量買取制度ともに補助事業

を活用しても，投資回収年数が水車発電機の耐用年数 20年を上回ること
から，収益を目的とした事業化は厳しい。新技術の開発等による建設費の

低減が必要である。 
また，公共施設への設置は，環境への率先的な取組として意義があり，さ

らに社会見学が可能であることから環境学習効果も期待される。 
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６. モデル６： その他 －１（流雪溝） ： 魚沼市 小出市街流雪放水路 
 
[ 地点状況 ] 

 
当該地点 

 
周辺環境 

 
急流工部 

 
急流工を上部から俯瞰 

現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 流雪溝発祥の地 
市街を流れる放水路で，冬季以外も排水路として利用される 
冬季はシャーベット状の雪が水路を流れてくる 
放水先は河川 （当該地点は河川区域内） 
 

類似事例 導水方式： 照井急流工発電所 
設備設置方式： 照井急流工発電所 
 
 

検討の方向性 水路に直接水車を設置する方式を採用 
流路を流れてくる雪対策が必須 
河川区域内の設置であり，高水対策の検討も必要 
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 0.72[m3/s] 
（一年を通じて，一定の流量を見込める） 

落差 1.5[m] 
 

水車形式 急流工型チロリアン・クロスフロー水車を改良して設置 
取水口部分を改良することで，流雪が水車内部に入り込まないように対

策 

導水方法 
(水路ルート) 

水路急流工部分に直接水車を設置する方式とする 
河川区域内のための増水時対策，および流路を流れてくるシャーベット

状の雪対策を施す 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 6[kW] 
９．８＊０．７２[m3/s]＊１．５[m]＊０．６ 
（一般用電気工作物扱い） 

発電電力量 48[MWh] 
６[kW]＊８０３０[h] 

電力の使途 発電電力量は少ないが，周辺に需要施設は見あたらず，全量売電として検

討する。 
（自家消費の可能性無し） 

 
設備実現のイメージ図 

  
資料提供：東京発電(株) 
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約 25百万円 
河川設置のため，水車の引き上げ機構を採用し，資機材代が上昇 

事業費 年収入額：  
現行 374千円／年  （全量買取制度下 720～960千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

500千円 
（修繕費 100千円，修繕積立費 200千円，他 200千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3 4

電力の使途
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 48,000

Ａ 建設費 [千円] 25,000

Ｂ 補助金設定率 [％] －

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 500

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0

（２）修繕費 [千円] 100

（３）修繕積立費 [千円] 200

（４）その他 [千円] 200

Ｄ 年収入額 [千円／年] 374 720 960 720 960

（１）自家消費 [円] 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 374 720 960 720 960

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] ▲ 126 220 460 220 460

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 － 114 55 86 41

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 26.9

売電
(全量買取制度)

48,000

100100

48,000

18,750

0

25,000

200

200

200

200

26.9 26.9

ケ
ー

ス

500

0

－ －

参考

売電
(全量買取制度)

500

 

※適用可能な補助金制度が想定できず，設定率は空欄とした。 
※年支出額に資本費が含まれる民間事業者で実施する場合では，単年度収支向上のために自

治体との協働が不可欠。 
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評価 ［経済性］ 
全量買取制度へ移行した場合では，単年度の収支は黒字化 
しかし建設工事費の回収は難しく，プラスαの評価軸が必要 
 
なお地点の個別事情によっては，建設費に対する補助金を活用する術

も存在するため，時間をかけた評価が肝心 
 
［二酸化炭素低減効果］ 

26.9[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
市街地を流れる身近な流雪溝を利用した設備は，全国初であり，機会

提供頻度は非常に高い 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
小出市街は「流雪溝発祥の地」であり，そこに更に初のマイクロ水力発

電設備が設置された場合，地域振興効果は非常に高い 
 
［その他］ 

 
 

課題点 ・ 流雪対策として，水車への標準取水方法（取水口構造）の改良・検討

が必要 
具体的には，水流のうち底流部分のみを水車へ導入し，表層流や流

雪部分は，水車上部を越流していく方式とするのだが，実証試験等に

より豪雪対策として適切か否かの確認が必要 
・ 河川区域内の設置となり，河川本川の高水対策（必要時に水路より引

き上げる等）をしなければ，占有許可が下りない可能性が高い 
 

まとめ 単年度収支では黒字であるが，投資回収年数が水車発電機の耐用年数

20年を上回ることから，収益を目的とした事業化は厳しい。 
河川水位上昇時の対策による建設費の増加が要因であり，今後の新技術

の開発等や街おこし補助金等の活用により改善の可能性がある。 
流雪溝発祥の地での全国初の取組として PR効果が高く，環境学習効果
や観光振興，街おこしが大いに期待される。 
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７. モデル７： その他 －２（湧水） ： 南魚沼市 五十沢キャンプ場 
 
[ 地点状況 ] 

 
入口部の池へ導水 

 
黒パイプにより導水 

 
周辺環境(赤丸分が池) 

 
導水管図 

資料提供：右下：五十沢キャンプ場，他：現地調査にて撮影 

 
［ Step 1 概要  ］ 

地点の特徴 「天竺の里」公園およびキャンプ場として整備されている 
湧水は，一部を水道として利用し，残りはキャンプ場入口の池まで導水 
流量は少ないが，年間を通じて一定 
 
 

類似事例 極小流量，高落差であり，類似例は少なく，独自の検討が必要 
 
 
 

検討の方向性 現在の取水方式，導水方式を全て流用した低コスト方式を採用 
水管理者の要望により，効率追求ではなく「見える水車」の設置を優先 
現在導水されている池近傍ではなく，キャンプ場看板付近への設置を検討
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［ Step 2 検討結果  ］ 

使用水量 0.0066[m3/s] （毎分 400 リットル） 
（一年を通じて，一定の流量を見込める） 

落差 80[m] 
導水配管の総延長が約 1,000[m]あることから，配管損失を 20%見込む
 

水車形式 ペルトン水車 
ニードルと水車部分のケーシング（外カバー）を透明化し，「見える化」を

はかる 

導水方法 
(水路ルート) 

湧水地点からキャンプ場入口まで敷設されている，現在の導水パイプをそ

のまま活用 
最終段となる水車への導水部分のみ加工 

 
［  Step 3 想定値  ］ 

発電規模 3[kW] 
９．８＊０．００６６[m3/s]＊８０[m]＊０．６ 
配管損失が 10%downへ改善した場合，有効落差 90[m]となり，想定出
力は 3.5[kW]となる 

発電電力量 24[MWh] 
３[kW]＊８０３０[h] 

電力の使途 発電電力量が小さいことから，ライトアップ（看板の照明，外灯）や，吊り橋

の冬期融雪設備等に活用 
 

 
設備実現のイメージ図 

 
資料提供：東京発電(株) 
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［ Step 4 費用推定  ］ 

工事費 想定工事額： 約 20百万円 
ただし，需要設備(ライトアップ，融雪ヒータ等)は含まず 

事業費 年収入額：  
系統電源の購入金額分（約 480千円／年）相当を減額と想定 
（想定減額＝発電電力量×想定買電単価 20[円/kWh]） 
 
また，全量売電モデルにて想定した場合 
現行 187千円／年  （全量買取制度下 360～480千円／年） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

450千円 
（修繕費 100千円，修繕積立費 100千円，他 150千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
 
［ Step 5 まとめ  ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3 4

電力の使途 自家消費
売電
(現行RPS
制度)

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 20 7.8 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 24,000 24,000

Ａ 建設費 [千円] 20,000 20,000

Ｂ 補助金設定率 [％] － －

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 350 350

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0 0

（２）修繕費 [千円] 100 100

（３）修繕積立費 [千円] 100 100

（４）その他 [千円] 150 150

Ｄ 年収入額 [千円／年] 480 187 360 480 360 480

（１）自家消費 [円] 480 0 0 0 0 0

（２）売電料金 [円] 0 187 360 480 360 480

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 130 ▲ 163 10 130 10 130

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 154 － 2,000 154 1,500 116

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 13.4 13.4 13.4 13.4

ケ
ー

ス

350

0

－ －

参考

売電
(全量買取制度)

350

100

150

100

150

売電
(全量買取制度)

24,000

100100

24,000

15,000

0

20,000

 

※適用可能な補助金制度が想定できず，設定率は空欄とした。 
※年支出額に資本費が含まれる民間事業者で実施する場合では，単年度収支向上のために自

治体との協働が不可欠。 
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評価 ［経済性］ 
全量自家消費する場合，および全量買取制度へ移行した場合では，

単年度収支が黒字化 
建設工事費の回収は難しく，プラスαの評価軸が必要 
発電電力量に見合う安価な水車が存在しないため，最適な発電計画が

見いだせず，経済性の向上を図ることが困難。 
 
［二酸化炭素低減効果］ 

13.4[t-CO2／年] （排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
自然公園内のキャンプ場入口地点であり，マイクロ水力発電だけでない

環境学習カリキュラムを多数想定できることもあり，機会提供頻度は非

常に高い 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
五十沢キャンプ場や天竺の里公園等は，もともと観光立地地点であり，

さらにマイクロ水力発電施設が加わることでプラス要素が増え，好影響

を及ぼす可能性が高い 
 
［その他］ 
当該地点は，機会提供頻度や地域振興への影響等が大きく見込める

地点であるため，これらの評価を活かすことが必要 
 
「街おこし」の要素として取り組む場合における，補助金活用の可能性

あるため，その活用により経済性評価を向上させることも可能 
 
 

課題点 ・ 水車設置場所の確保と，そこからの放水ルートに関しては検討が必要 
・ 製品仕様において，ペルトン水車の最小流量域の確認が必要 
・ 地点の持つ未利用エネルギーのポテンシャルが比較的少ないこともあ

り，効率よく多くのエネルギーを取り出す工夫が必要 
 

まとめ 単年度収支では黒字であるが，投資回収年数が水車発電機の耐用年数

20年を大きく上回ることから，収益を目的とした事業化は厳しい。 
市販水車の価格が高いことが原因であり，街おこし補助金等の活用や，

地元企業による安価な水車の製作等を通じ建設コスト削減により、投回収

年数の大幅な縮小の可能性がある。 
自然公園内のエコキャンプ場としてアピールすることで，環境学習効果や

観光振興、街おこしが大いに期待される。 
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第４節 導入モデル地点からの考察 

 
 
１. 経済性における考察 
 

15円 20円 15円 20円

砂防
ダム

魚沼市 折立又川 31 224 125.6 ○ △ － 54 19 13 14 10

農業
用水

阿賀野市 
福島潟西部幹線
用水路１号落差工

20 98 54.9 △ － －
70
(35)

27
(14)

19
(10)

20
(10)

14
(7)

農業
用水

池平用水路急流工 17 103 57.7 △ － － －
70
(35)

39
(20)

53
(27)

30
(15)

農業
用水

池平用水路急流工
(参考例)

29 176 98.7 △ － － －
32
(16)

21
(11)

24
(12)

16
(8)

上
水道

柏崎市 赤坂山浄水場 55 441 247.4 ○ △ 11 18 9 7 7 5

下
水道

新潟市 新潟浄化センター 8 64 35.9 ○ －
168
(84)

－
98
(49)

58
(29)

74
(37)

44
(22)

その
他

魚沼市 
小出市街
流雪放水路

6 48 26.9 ○ ○ － － 114 55 86 41

その
他

南魚沼市 五十沢キャンプ場 3 24 13.4 ○ ○ 154 － 2000 154 1500 116

地点名市町村種別

魚沼市

環境
学習
効果

CO2
削減
効果
[t-
CO2
/年]

発電
電力
量
[MWh]

出力

[kW]

投資回収年 　「（）表記は補助金制度適用後の値」

現行
RPS
制度

自家
消費

地域
振興
への
影響 将来参考建設費現行建設費

全量買取制度

売電

 
表２－７ 経済性評価一覧 （※投資回収年の将来参考価格は建設費 25%ダウン想定時） 

 
 
第１章第３節「３．マイクロ水力発電 現状での課題」でも述べたように，現時点では発電した電力

の買取価格が非常に不透明な状況となっており，経済性を計る上での単年度収支が非常に不明瞭

な状況であるが，全量買取制度下，買取価格が 15[円/kWh]の場合では全モデルにおいて単年度
収支は黒字の結果となった。  

 
モデル１～４（砂防ダム，農業用水１，農業用水２，上水道）では，固定買取価格 15[円/kWh]の場

合で投資回収年は概ね 20年以内であり，20[円/kWh]の場合や建設費 25%ダウンを想定した試算
の場合では投資回収年はほぼ 15年以内となり，経済性は一層向上している。 
モデル５～７（下水道，その他１，その他２）では，いずれの試算結果でも投資回収年数は 20年以
上であり，経済性を高める必要がある。 経済性を高める手法としては，「街おこし」や「環境貢献

（CO2削減）」事業としてマイクロ水力発電に取り組むことで，それらの補助を受け建設費を削減する
ことや，産学連携，無償の役務提供など地域の協力を得ることが挙げられる。 
また、さらに今後，地域でのマイクロ水力発電に対する理解が進み，普及に向けた様々な検討を

行う中で，地域振興や環境の視点等、地域の事情に対応した地方自治体による補助制度創設も普

及策の選択肢の一つして考えられ，経済性の改善につながるものである。 
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なお，事業費における“年支出額”は，広く一般的に見た平均的な価格を元にしており，条件によ

り大きく増減する可能性を含んでおり，各費用が減少する余地は高い。 また，工事費についても同

様の可能性を十分に含んでおり，特に資機材調達費用は，今後の技術開発動向や市場拡大の影

響により大きく削減できる可能性がある。 
 
 

２. その他評価項目からの考察 
 
マイクロ水力発電の導入目的として環境貢献を挙げる場合があり，エネルギーの地産地消や地球

環境保全への貢献などが掲げられる。 しかし，二酸化炭素削減量は数値での評価が可能であるが，

それ以外の項目では定量的に評価することは難しい。 また，導入目的として地域の魅力を高める資
源として，観光や街おこしに活用する事例もあるが，この場合も定量的な評価が難しい。 いずれの

評価項目においても，ある程度の経済性が成立していることが前提であり，その上で定性的な評価

が加えられることで補完されると考えられる。 
 
また，第1章で述べたとおり，関連産業面については，現在，水車製造等機器製造分野は未開拓
に近い状況であり，土木工事やメンテナンス業務等を含め新規参入の可能性があることから，マイク

ロ水力発電の発展のためには事業普及の取組と産業的取組を車の両輪としてバランス良く進めて

行くことが肝要である。 
なお，未利用エネルギーを持つ水力発電可能性地点を見いだした場合には，その出力規模にと

らわれることなく，本調査におけるモデル検討例を活用して水力発電事業の実現可能性をはかるこ

とが大切である。 分類として，100[kW]以下のマイクロ水力発電，もしくは 100[kW]超の小水力発
電としたが，発電事業の検討を進める上で両者に明確な線引きは無いからである。 

 
 
 
３. 結び 

 
第 1章マイクロ水力発電の現状整理で述べたように，これまでは収益性が高い 100[kW]以上の

大規模の調査や導入が行われてきたが，本調査ではこれまで行われてこなかった 100[kW]以下の
小規模について，高い水力発電ポテンシャルを有している新潟県において，普通河川や農業用水

など様々な分野で幅広い調査を行い，第 2章導入モデルの検討に述べたような結果となった。 全
国的に見ても他の範となるようなマイクロ水力発電の成功事例は少ない状況にあって，本調査で新

潟県内におけるマイクロ水力発電の導入候補の 46地点を選定し，それらの中から実現可能性の高
い７地点をモデル検討したところ，全ての地点において単年度収支の検討結果が黒字となったこと，

また，その内半数のモデルについて全量買取制度下において投資回収年を買取期限である１５年

以内になる結果を得たことは，今後のマイクロ水力発電の発展につながるものと考えられる。 また，

過去の検討では経済性が確保されなかった地点についても，全量買取制度への移行や，新技術を

採用した水車発電機の開発等により，経済性が向上する事例が今後現れることも期待される。 
 
本調査を契機に，県内各地でマイクロ水力発電の様々な取組により導入が進められ，地域資源を

有効に活用した再生可能エネルギーの導入や，産業面における市場拡大と新規参入による地域活

性化が促進されるよう，今後，更なるマイクロ水力発電の展開が望まれる。 
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第３章 資料集 
 
 
 

第１節 参考機関 

 
１. 水力発電調査支援関係機関 

 
経済産業省 
資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 
〒100-8901 東京都千代田区霞ヶ関１－３－１ 
℡： 03-3501-1749 (ex4761～4767) 

 
東北経済産業局 資源エネルギー環境部 電力・ガス事業課 
〒980-8403 宮城県仙台市青葉区本町 3丁目 3番 1号 仙台合同庁舎 5・6階 
℡： 022-221-4936  

 
農林水産省  
農村振興局整備部 水資源課 水利資源利用推進班 
〒100-8950 東京都千代田区霞ヶ関１－２－１ 
℡：03-3502-8111 （ex5593） 

 
北陸農政局 整備部 水利整備課 
〒920-8566 石川県金沢市広坂２－２－６０ 
℡： 076-263-2161（代） 

 
環境省  
地球環境局 地球温暖化対策課 
〒100-8975 東京都千代田区霞ヶ関１－２－２ 
℡：03-5521-8339 

 
 
２. 電気事業法関係機関 

 
経済産業省 
原子力安全・保安院 電力安全課 
〒100-8986 東京都千代田区霞が関１－３－１   
℡：03-3501-1742 (ex4921～4928) 

 
原子力安全・保安院 関東東北産業保安監督部東北支部 電力安全課 
〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 3-2-23 仙台第二合同庁舎 
℡：022-263-1111 (ex5020～5025) 
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３. 河川法関係機関 
国土交通省 
河川局 水政課 
〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 
℡：03-5253-8111 (代) 

 
北陸地方整備局 河川部水政課 
〒950-8801 新潟県新潟市中央区美咲町１丁目１番１号 新潟美咲合同庁舎１号館 
℡：025-37-6767 

 
北陸地方整備局 高田河川国道事務所 河川管理課 
〒943-0847 新潟県上越市南新町 3-56 ℡：025-523-3136 

 
北陸地方整備局 羽越河川国道事務所 工務第一課 
〒959-3196 新潟県村上市藤沢 27-1 ℡：0254-62-3211 

 
北陸地方整備局 信濃川河川事務所 占用調整課 
〒940-0098 新潟県長岡市信濃 1-5-30 ℡：0258-32-3020 

 
北陸地方整備局 信濃川下流河川事務所 占用調整課 
〒951-8153 新潟県新潟市中央区文京町 14-13 ℡：025-266-7131 

 
北陸地方整備局 阿賀野川河川事務所 占用調整課 
〒956-0032 新潟県新潟市秋葉区南町 14-28 ℡：0250-22-2211 

 
新潟県 
土木部 河川管理課 水政課 （2級水系の場合） 
℡：025-280-5413 
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第２節 参考文献 

 
『水力発電導入手引書 ～未利用エネルギーの有効活用を目指して～』（平成１９年３月） 

 http://www.giac.or.jp/projects/report_pdf/2006_LG00547.pdf 
財団法人 広域関東圏産業活性化センター(GIAC) 

 
『ハイドロバレー計画ガイドブック』（平成１７年３月） 

 http://www.enecho.meti.go.jp/hydraulic/data/dl/G02.pdf 
経済産業省 資源エネルギー庁 

 
『マイクロ水力発電導入ガイドブック』（平成１５年３月） 

http://www.nedo.go.jp/kankobutsu/pamphlets/08_3dounyu/micro.pdf 
独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO) 

 
『小水力発電事業家へのＱ＆Ａ(改訂版) ―クリーンエネルギーとしての検討―』（平成１７年３月） 

http://www.jacem.or.jp/Q&A.PDF 
編：クリーンエネルギー普及検討会 発行：社団法人農業土木機械化協会 

 
『中小水力発電ガイドブック（新訂５版）』（平成１４年２月） 

財団法人 新エネルギー財団（NEF）水力本部 
 
『小水力発電事例集 2007』（平成１９年５月） 

全国小水力利用推進協議会 
 
『小水力発電を行うための水利使用の許可申請ガイドブック』（平成２２年３月） 

http://www.mlit.go.jp/river/riyou/syosuiryoku/syousuiryoku_guide.pdf 
国土交通省河川局 水政課水利調整室 河川環境課流水管理室 

 
『水利審査マニュアル（案）［発電用水版］』（平成２１年３月） 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/suirisinsa/pdf/manual.pdf 
国土交通省河川局 水政課・河川環境課 
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第３節 マイクロ水力発電の導入手順 

 
 



マイクロ水力発電の導入手順

無断複製・転載禁止 新潟県

導入のステップ

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

Step6

Step7

初期段階での取組

基本調査，概略検討

事業性評価，事業化決定

事業計画の策定

発電所の建設

運転開始と維持管理

直
営
で
検
討

再
検
討

中
止

候補地を探し，導入目的を明確にすることから
始まります

候補地の基本調査や概略設計を行い，工事費，
発電量，電力の使途等から，発電設備の概要イ
メージをつくります

概略検討の結果を基に経済性，環境への貢献
度，地域振興等の項目ごとの評価を行い，事業
化の可否を検討します

設備実現に向け，許認可申請・協議を始めます
Step2の段階から事前に調整しておくことで，より
スムーズに進められます

発電所建設の全体スケジュールや資金調達計
画を策定します
詳細設計（実施設計），発注準備を行います

資機材手配や工事発注を行い，建設着手します
竣工検査，通水試験を行い，機能確認します

関係法令を正しく理解，解釈して運用します
安全な運転と保守・維持管理に努めます

許認可申請 （事前協議）

並列

専
門
企
業
へ
外
注

直
営

も
し
く
は

外
注
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無断複製・転載禁止 新潟県

導入手順のはじめに

従来型の水力発電は
発電のために
新たに水を整備しました

マイクロ水力発電は
今ある水に後から
発電設備を付け加えます

有効落差(m)
使用水量(m3/s)

ローコスト

クリーン

発電所出力(kW)
＝９．８×使用水量(m3/s)×有効落差(m)×効率

水量と
落差

出力の大小にかかわらず
水力発電の出力を求める
方程式は同一
ポイントは「水量」と「落差」

二酸化炭素を排出しない，
純国産の再生可能エネルギー

環境貢献

得られる未利用エネルギーに
見合う，建設コストへダウン

関連産業
の振興

Step0
マイクロ水力発電の特徴

無断複製・転載禁止 新潟県

設置イメージ（その１）
用水路設置イメージ自然河川設置イメージ

農業用水路などの落差工
の遊休落差を利用

砂防・治山えん堤など
で作られた遊休落差を

利用

上水道設置イメージ 下水道設置イメージ

上水道などの減圧弁
の余剰圧力を利用

下水道などの放流箇所の
遊休落差を利用

Step0

想定発電規模：50[kW]以上

想定発電規模：75[kW]以上

想定発電規模：30[kW]以上想定発電規模：30[kW]以上

- 110 -資料提供：東京発電(株)



無断複製・転載禁止 新潟県

水路直接設置イメージ水路に落差工や急流工
にある遊休落差を利用

Step0

想定発電規模：1[kW]以上

水路直接設置
イメージ

想定発電規模：0.2[kW]以上

マイクロ水力発電のうち，
10[kW]以下の領域では
日進月歩で新しい水車が
開発されています

水路直接設置
イメージ

想定発電規模：0.2[kW]以上

水路に落差工や急流工
にある遊休落差を利用

資料提供：東京発電(株)

無断複製・転載禁止 新潟県

初期段階での取組

「よい水があるけれどマイクロ水力発電ができるの？」
「何から始めればいいの？」と漠然と考えている方に
導入検討の“最初の一歩”をどのように踏み出すのかを記載しました

• 一般的には河川，農業用水，上下水道等の水種を管理等している団体等が考えられます
• しかし，それらに限らず民間企業等でも可能です

• さらに，行政や地域住民，企業等が連携して検討し，役割分担を行うことで進むケースもあ
り得ますので，はじめは幅広い範囲で検討してみることもよいと思います

事業主体について

ポ
イ
ン
ト

• 水力発電のポテンシャルは水量と落差で決まります
水の量が大きく，下流に大きな落差（勾配）で流れていくほど大きな発電量が見込まれま
す

• また，目的に合った発電量とのバランスを考えることも必要です
• 小水力発電事業の専門家に委託しなくても自分で簡易調査が可能であり、導入可能性の
大まかな目安をつかむことができます

候補地探しについて

ポ
イ
ン
ト

Step1

• 分からないことや課題に直面した場合は，県の関係窓口や専門企業に相談することもでき
ます

• 相談することで解決の糸口がつかめることがあります

課題に直面した際には

ポ
イ
ン
ト
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無断複製・転載禁止 新潟県

マイクロ水力発電は，
今ある水に潜んでいる
「未利用エネルギー」を
取り出す仕組みです

いま目の前にある水，
所有している水

その水に潜んでいる
「未利用エネルギー」の大きさを
確かめること，です

推進のための
第一歩は

その候補地点にある水を利用して

●マイクロ水力発電が実現できるか
●発電した電気でどんなことができるか

が分かります

発電ポテンシャルを
確かめることで

未利用エネルギー
の大きさを

『発電のポテンシャ
ル』と言います

発電ポテンシャル算出の基本を
理解して，概算値を求めます

『発電ポテンシャル』を確かめるには

１

２

水力発電のポテンシャルが，
どこに，どれくらいあるか

地点選定
のポイント

マイクロ水力発電の候補地点を探すには

Step1

無断複製・転載禁止 新潟県

【どこに】
水が流れている状況により，
発電ポテンシャルが
潜んでいる地点が変わります。

【用水路や河川の場合】

【水を管路で送水している場合】 【湧水などの場合】

落差工，急流量の場合は上流の水
面と下流の水面の高低差が該当し
ます。勾配のある水路や，河川は，
勾配の始点から終点までの高低差
が該当します。

落 差 ：

当該水路を流れる水の量が該当し
ます。

流 量 ：

当該管路のバルブの前後の圧力値
が該当します。(圧力差)
管路途中にバルブ等が無い場合，
当該管路上流の水槽水面から，管
路下流の水槽水面の高低差が該当
します。

落 差 ：

当該管路を流れる水の量が該当し
ます。

流 量 ：

湧水場所から水路などで低所に流
れている場所の高低差が該当します。
温泉水のように噴出していた場合，
噴出圧力が高低差に該当します。

落 差 ：

湧水量，噴出量が該当します。流 量 ：

Step1

地点毎の
流量と落差
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○ 流量資料（測定データ）があれば，それが利用できます。（長い期間のデータで
あるほど，信頼性は向上します。）

○ 資料がない場合は，現地で測定する必要があります。

○ 簡易に流量を測定する方法
うき（落ち葉等浮かぶ物）を流して流速を計り，流路断面と掛け合わせることで，
その瞬間の流量を知ることができます。 ただし，水深が浅い場合は誤差が大
きくなるので，注意が必要です。

○ 季節あるいは時間によって流量の変動が大きくなるような場合は，水車選定に
大きな影響を及ぼしますので，慎重に調査する必要があります。

流量データ
の確認

○ 落差は，取水口（上流）水面の高さと放水口（下流）水面の高さの「差」を指しま
す。

○ 水流が取水口から放水口を出るまでの間に，
摩擦や屈曲，断面変化により損失水頭（落差）
が発生しますが，落差から損失落差を引いた
物を「有効落差」といいます。（※損失水頭は場合に
より変化しますが，概算平均で５～３０％ほど減少します）

○ 落差は，図面や水準測量などにより測定できます。
損失落差（水頭）は，計算により算出します。

○ 水道発電のように，圧力管路で送水している場合は，水車設置位置近傍で水
圧を測定すれば，その値が有効落差になります。

落差データ
の確認

Step1

損失（送水管）

上水面

下水面

落差

有効落差

無断複製・転載禁止 新潟県

【どれくらい】
発電のポテンシャルは，
その地点を流れる水の
『流量』と『落差』で
決まります

0.5 1 1.5 2 3 4 5
0.1 0.2 0.5 0.8 1.1 1.7 2.3 2.9
0.2 0.5 1.1 1.7 2.3 3.5 4.7 5.8
0.3 0.8 1.7 2.6 3.5 5.2 7.0 8.8
0.4 1.1 2.3 3.5 4.7 7.0 9.4 11.7
0.5 1.4 2.9 4.4 5.8 8.8 11.7 14.7
0.7 2.0 4.1 6.1 8.2 12.3 16.4 20.5
1.0 2.9 5.8 8.8 11.7 17.6 23.5 29.4
1.5 4.4 8.8 13.2 17.6 26.4 35.2 44.1
2.0 5.8 11.7 17.6 23.5 35.2 47.0 58.8
3.0 8.8 17.6 26.4 35.2 52.9 70.5 88.2
4.0 11.7 23.5 35.2 47.0 70.5 94.0 117.6

総合効率 0.6 と仮定して試算

流
量
　
[m
3
/
s]

有効落差 [m]

流量と落差から
得られる

発電量[kW]一覧
（参考）

発電ポテンシャルを
おおまかに把握する
ための目安です。

総合効率は，水車や
発電機の型式により
異なります
（詳しくは後述）

ここで Ｐ ： 発電できる電力で，単位は[kW]
９．８ ： 定数（重力加速度）

Ｑ ： 水車を通過する流量で，単位は[m3/s]
Ｈ ： 有効落差（上下流水面の高低差から機器損失等を

差し引いた落差）で，単位は[m]

η ： 水車と発電機の総合効率で，通常は 0.5～0.7程度

Ｐ ＝ ９．８ × Ｑ × Ｈ × η

発電機出力

計算式

※例えば， 流量1.0[m3/s]・落差1.5[m]の水が持つ発電のポテンシャルは
上記式から 9.8×1.0[m3/s]×1.5[m]×0.6 = 8.8[kW] となります。

Step1
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想定稼動年数：１０年として
○電力会社に１０年間支払う額と
○対応マイクロ水力発電設備
建設費の比較

利益追求，街おこし等，マイクロ水力発電設備
導入の目的の明確化が次のステップです

収入増
売電

電気代
削減
自家消費

環境貢献
地球温暖化
防止

未利用エネルギーを活用したマイクロ水力発電

電力利用のニーズから，目指すマイクロ水力
発電の概要を決定する方法もあります

無電化地域にて
安価に電気柵を
設置したい

ニーズ 対応方法の考え方

マイクロ水力
発電導入の
アクションへ

導入目的は，
これ以降，
様々な判断の
局面で
利活用される
ものです

導入のために
まず，決める
ことです

目的に
沿った
推進

Step1
導入目的の確立

地域振興

無断複製・転載禁止 新潟県

役割分担について

マイクロ水力発電設備を導入するためには数多くのステップがあります。
役割分担をはっきりさせ，それぞれの持ち分をしっかり推進させる必要があります

専門性が高くなる領域

できないことは
民間企業へ外注するなど
工夫が必要です

初期段階での取組

基本調査，概略検討

事業性評価，事業化決定

事業計画の策定

許認可申請（事前協議）

並列

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

候補地探し
ポテンシャル確認
導入目的確立

基本調査
概略検討

経済性評価
その他評価
事業化可否判断

河川法
電気事業法
系統連系他

スケジュール立案
詳細設計
資材手配（発注）
許認可取得

水管理者が
自ら実践できる領域

わからないことは，
県の相談窓口や建設
コンサルタントなどに
訊き解決します

※マイクロ水力発電では，いかに低コストで各ステップを進めるかも重要な要因です

・
・
・

- 114 -

現地調査時にて撮影



無断複製・転載禁止 新潟県

マイクロ水力発電事業

資源
落差／水／土地

設備投資
資金調達

設備保有
資産管理

計画・設計
発電計画／経営計画

発電技術
電気／制御／土木

法務技術
電気事業法／河川法

建設工事
工事手配／工事監理

維持管理
運転／監視／保守

その他
補助金関連業務等

９つのアイテムを水管理者と相談しながら，どちらが分担するか決定して推進

⑨

③②①

⑥

⑧⑦

⑤④

【参考】
民間企業で，マイクロ水力発電のトータルエンジニアリングを
請け負う“水力の専門企業”がいます
本モデルは，役割分担を明確にして，マイクロ水力発電所の
建設をサポートする仕組みです

水管理者の分担領域

専門とする企業（民間）の分担可能領域

本モデルでは，
②～⑨の全部を
請け負う方式から，
一部分のみを
外注する方式まで
サポートしています

※このようなビジネスモデルを持つ専門企業と役割分担することで，マイクロ水力発電の事業化が進めやすくなります

無断複製・転載禁止 新潟県

基本調査，概略検討 Step2

導入地点を選
定するには，
次の点に注意
し，調査します

：

：

：

：

：

：

上流・下流への影響度， 塵芥の流下状況そ の 他□

既存電力系統（配電線）までの距離， 配電電圧既 存 電 力 系 統□

工事や維持管理のためのアクセス道路の有無接 道 状 況□

設備設置スペース， 工事用スペース，
周辺環境（住宅地への騒音の影響，景観，生態系…）

立 地 環 境□

河川法，

自然公園法，自然環境保護法，国有林野法，砂防法等

関 連 法 規 制□

落差， 流量， （流水利用型の場合は流速）発電ポテンシャル□
チェック
リスト

マイクロ水力発電に適している地点とは

●適度な『流量』と『落差』がある
（適切な発電ポテンシャルを有している）

●流量の変動が少ない （変動無しなら尚良い）

●その他，様々な確認事項があります
下記，チェックリストを使って確認します。

推進には

１

２

導入可能地点の選定・基本調査
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○ 流量変化による発電電力量の変化
流量が変化すれば，当然発電電力量も変化します。一年を通じて
どのように水が流れているのか，しっかり知る必要があります。

○ 助成制度
どのような補助金制度があるのか把握しておく必要があります。

○ 水路を流れて来るゴミ等の対策
事前に除塵するのならば除塵設備が必要になります。
また，収集したゴミ等を処理する費用についても検討が必要です。

○ 積雪への影響
水路が開渠構造の場合，積雪による影響（水車へ雪の塊が進入す
ること等）がありますので，対策を検討する必要があります。

○ 各種協議，手続き
河川法や電気事業法の概要について把握しておく必要があります。

さらに注意
する点

概略設計での，
検討課題です。

手元にある資料を参考にしたり，
新たに調査したりして，
チェックリスト項目を
一つひとつ確認します

送水管

放水槽
減圧槽

上水槽

落差工

急流工

Step2

現地調査時にて撮影
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○ 電力会社への売電
環境価値を含めて売電

環境価値は残らない

売電単価： 平均 7.8円/kWh（現RPS法下）
全量買取制度へ移行した場合，売電単価は，
15円/kWhもしくは20円/kWhとなる模様

発電した電気の
使い方によって，
設備や収益が
変わります。

使途

○ 自家消費

電力会社の
電気代より安い電気の利用

環境価値は残る
PRに利用する or 金銭に変換する

電力会社電気代との差額分が電気代削減

Step2
発電した電気の行き先（電力の使途）について
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目星を付けた導入地点に対し，
事業を進めるかどうかを判断するために，
概略の検討（設計）を行います

Ⅰ. 資料掌握（流量データ，落差データ等の確認）
Ⅱ.基本事項の検討・設計

発電使用水量の検討
取水位，放水位（落差）の検討
水車発電機の選定
発電規模および電力量の検討
工事数量および事業費の概算

実際には
発電使用水量の検討
取水位，放水位（落差）の検討
水車発電機の選定

の３項目について，複合的に検討しながら決定します。

一年間を通じて取水で
きる水量を使用するか，
最大量とするか

水量の変化で変わる落
差を，どう捉えるか

敢えて小規模の設備を
選択することで，コスト
ダウンを実現するか

取水や放水を
どの地点とするか

Step2
概略検討（設計）

A
B
C
D
E

A
B
C

無断複製・転載禁止 新潟県

○ 自然河川や湧水の場合は，
年間の流況を整理して最大流量から最小流量までを把握します。

○ 農業用水や上下水道の場合は，既存設備運用上で記録・保存されている流量
データがあれば，それを基礎資料として流況を把握します。

○ これらデータから，「最も頻度が高い流量域を最大使用水量とする」または
「流量変化がある場合は設備利用率を数案設定し，各案について発電電力量
と工事費を算出して良案を選択する」等を検討します。

最大使用
水量
の算定

○ 発電候補地点の流量･落差等に合わせ，効率を考慮した選定をします。
誤った選定は，効率の低下だけではなく，騒音や振動の原因にもなります。

○ 流量や落差はもちろんのこと，流量変動や設置地点の周辺環境，ゴミ･土砂の
流入による影響等様々な要素を考慮して総合的に検討する必要があります。

水車の
選定

○ マイクロ水力発電では，維持管理が容易な「交流発電機」を使用します。

○ 交流発電機には，同期発電機と誘導発電機の２種類があります。

○ 水車の回転速度や発電機の出力，系統連系の有無などから選定します。

発電機の
選定

Step2
A

C

C
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水車を選定す
る際には，
次の点に注意
します

：

：

：

：

：

：

：

：

：

許容できるゴミ・土砂の大きさは妥当か
（除塵施設・堆砂施設・土砂吐き施設等に影響）

ゴ ミ ・ 土 砂 流 入
に よ る 影 響

□

発電機も含めた水車の費用は妥当か
（経済性評価に影響））

導 入 費 用□

設置予定地点の空きスペース，地形，水路形状に
適応するか

ス ペ ー ス ・ 形 状□

騒音，振動の発生はどの程度か
景観の要求を満たすか

周辺環境への影響□

耐用年数は妥当か
（経済性評価，補修費に影響）

耐 用 年 数□

メンテナンス・部品交換の頻度とその内容は妥当か
（維持管理費に影響）

管 理 方 法□

未利用エネルギーを効率よく変換できるか水 車 効 率□

変化する流量に，どの程度対応できるか適応可能な流量□

どのような落差に適した水車か適応可能な落差□

チェック
リスト

Step2

C

無断複製・転載禁止 新潟県

概算で算出する場合

水車発電機の総合効率と使用水量，有効落差から発電機出力を求めた後，
年間(365日×24時間＝8,760時間）の発電電力量[kWh]を算出します。

点検，維持補修，事故による停止等を考慮して，稼動時間は一般的に広く
用いられる一ヶ月分のマイナス（8760[h]×11／12＝8030[h]）で推定します。

正確に算出する場合

流況データ表および水車の効率カーブなどから，実際に発電される電力量
を算出します。

発電規模
発電電力量

の算定

概算算出例）

年間発電電力量 ＝ 発電出力Ｐ[kW] × ８,０３０[h]

発電出力 5[kW]の発電所の場合，想定される年間発電電力量は

年間発電電力量 ＝ ５[kW] × ８,０３０[h] ＝４０,１５０[kWh]

と算出されます。

Step2

D
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○ 水車発電機の型式決定で，導水路の有無や発電所レイアウトが決まります。
それにより工事計画が立案され，概算工事費の算定が可能になります。

○ 工事費は，工事会社からの聞き取り調査や，積算ハンドブック等を用いて算定
します。

○ 資機材代は，適正価格を知ることが難しいため，複数のメーカに問い合わせる
ことが大切です。

○ 電力会社と系統連系する場合は，電力会社との協議により設置が必要となる
「系統連系保護装置」の費用，および電力会社に支払う工事費用（工事負担
金）が発生しますので，注意が必要です。

概算工事
費(建設費)
の算定

土木工事費

電気工事費

機器据付費

送電線費(必要に応じて)

工事費

水車

発電機

制御装置(監視装置)
系統連系装置(必要に応じて）

機器費用
概算工事
費(建設費)
の内訳

Step2
E
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○ 発電所を運営する際にかかる費用を，事業費(支出額)として算定します。
○ 選定される水車や発電機によって，消耗品の交換等で計上する修繕費や修繕
積立金の金額は変化します。
製造業者からの見積だけではなく，メンテナンス業を請け負う企業等を含め
広く問い合わせて精度をあげるのが大切です。

○ 設備規模により，電気主任技術者の必要有無が左右します。
発電出力が，有無の境界上近辺にある場合は，敢えて出力を下げることで
電気主任技術者を不要として委託費を下げる手法もあります。

事業費
の算定

減価償却費 ： 会計処理

借入金返済費 ： 利息支払い

固定資産税 ： 民間事業者のみ適応

資本費

諸経費間接経費

人件費 ： 運営・管理者等

委託費 ： 電気主任技術者等手配等

修繕費 ： 消耗品交換等

修繕積立費 ： 大規模修繕に対する積立金

その他 ： 水利使用料他

直接経費

Step2

事業費
の内訳

E
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事業性（採算性）の評価

【 評価の確認項目 】
Ａ） 経済性 （単年度収支，投資回収年）
Ｂ） 二酸化炭素削減量 （系統電源との対比料）
Ｃ） 環境学習等に対する機会提供頻度
Ｄ） 観光等地域振興に対する影響
Ｅ） その他

概略検討の結果をもって，
マイクロ水力発電の
事業性(経済性）を評価し
ます

投資回収年
（目的年数内）

地域振興
環境貢献
地球温暖化
防止

経済性 （単年度収支の黒字化）

『導入の目的』により，
求める評価は様々です

導入目的に見合った評価項目で
評価することで，
正しく事業性を判断できます

Step3

• 経済性は重要ですが，導入目的が地域振興等の場合には，それがどれだけ達成さ
れるのかという視点も加え，総合的に判断することが重要です

• 経済性が悪い場合等で事業化が厳しい場合は，その要因を分析し，改善点や工夫
できることを考えることで，可能性が開けることがあります
あきらめずに再チャレンジできます

事業性の評価

ポ
イ
ン
ト
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Step3
経済性の考え方 単年度収支

【単年度収支＝収入額－支出額】

発電所建設(運転開始)後の各年度別の収支のことです
収入額：売電による売上額，または電気料金の節約額
支出額：発電所の運営管理の経費（事業費）

発電所の経済性を計る
指標として，単年度収支
を算出します

単年度収支
とは

○ 電力会社に売電している場合は，売電による売上額となります。
売電による売上額＝年間総発電電力量[kWh]×売電単価[円/kWh]

○ 自家消費している場合は，自家消費によって節約できた電気料金の相当額と
なります。
電気料金の節約額＝年間節約電力量[kWh]×電気料金[円/kWh]

収入額の
算出

≪参考≫

売電単価の動向
『全量買取制度』

○ 平成22年度より国の施策として「再生可能エネルギーの全量買取」制
度の検討されています

○ この制度が法制化されると，電力会社への売電単価が「一定期間」の
間「固定」されるので，収入見込が算出しやすくなります

○ 参考として，買取価格は15[円/kWh]もしくは20[円/kWh]，買取期間は
15年で検討されています

○ この制度の導入により，経済性の向上が見込まれます
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Step3
経済性の考え方 投資回収年

【投資回収年 】
単年度収支で積み上げられていく収支の累積額が，発電所建
設に要した投資額（建設事業費）を上回るのに要する年数のこと

※事業化の一つの指標として，発電事業者が設定した投資回収
年内にて，収支の累積額が建設事業費を上回る（建設費以上の
収益を得る）ことが挙げられます

発電所全体の経済性を
計るもう一つ指標として，
投資回収年を算出します

投資回収年
とは

○ 投資回収年の設定の目安には，以下のようなものがあります

水車発電機の耐用年数 ： 20年

全量買取制度における買取期間 ： 15年

資金調達方法による設定 ： 種々

投資回収年
の設定

≪参考≫

建設事業費の削減

○ 建設事業費の削減で，一番効果のあるのは補助金を活用することです

○ 国では，農林水産省や環境省にて小水力発電事業で利用できる補助事
業を行っています

○ 県や一部市町村でも，類似の補助事業を行っています

○ 例えば，補助事業を活用することで建設費が半減すれば，投資回収年
も半減しますので，経済性は大きく向上します

無断複製・転載禁止 新潟県

導入の主目的

環境
貢献

発電
収益

産業
振興

マイクロ水力発電の事業実施の可否を決定します
■経済性を基本に導入目的の達成度も加え，総合的に判
断することが重要です

■事業化が難しい場合でも，その課題を洗い出して解決
の工夫をはかることで，可能性が開けることもあります

経済性 単年度収支
投資回収年

実施を決定

課題の洗出し
解決の工夫

事業化の
判断

Step3Step2

基本調査

概略検討

事業目的

経済性評価

その他評価

再検討

一時中断

中止

事業実施（建設可否）の決定

県の相談窓口や
建設コンサルタ
ント等の活用

これ以降のステップでは専門性
が高くなるため，外部委託等の経
費が必要となります

Step3
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事業実施の可否決定について，以下の事例にて確認します
■急流工と落差工の２つを一体と見なして設計し，発電所を建設する事例です
■農業用水利用であり，単年度収支は黒字であるものの投資回収年を高める方法を工夫し，解決しています

事業実施（建設可否）の決定 事例での紹介

Step3

導入モデル地点
No.3（参考）

【発電計画】
使用水量：0.5[m3/s]～0.3[m3/s]
有効落差：落差10[m]に損失15%で8.5[m]
水車形式：パイプライン敷設でプロペラ水車

発電規模：29[kW]～17[kW]
年間発電電力量：176[MWh]

【費用想定】
想定工事費：約55百万円
年経費（支出額）：900千円

評価と
判断

事例

【年収入額】
全量買取制度：
（①買取価格20円/kWhとして）年間3,520千円
（②買取価格15円/kWhとして）年間2,640千円

【単年度収支】
①の場合： 2,620千円／ ②の場合： 1,740千円

【投資回収年】
①の場合： 21年 ／ ②の場合： 32年

投資回収年向上のため，
建設費削減を工夫

買取期間15年
以内にならず

建設費50%補助（農林水産省）を獲得補助金制度
を活用

【投資回収年の改善】
①の場合：11年／②の場合：16年最終評価

事業化の可能性があります

資料提供：東京発電(株)

現地調査時にて撮影

無断複製・転載禁止 新潟県

許認可申請（事前協議）

概略設計や詳細設計の途中で
暫定的にできあがった各資料を
持って，許認可各箇所との
事前協議に入ります。

河川法や電気事業法等の概要について把握しておく必要があります。

○ 河川法 ： 流水の占用の許可

協議（問い合わせ）先 ： 国土交通省の最寄り河川事務所（または県の河川担当部局）

発電使用水利の許可が必要か否かを「まず一番に」相談してみます
河川の種別によっては水利権管理が異なりますが，相談することで明確になります

○ 電気事業法 ： 工事計画届出書

協議先 ： 原子力安全・保安院の最寄り産業保安監督部

事業用電気工作物に該当する場合，工事着手の30日前までに届け出る必要があります

○ 電力会社 ： 系統連系協議

協議先 ： 電力会社の最寄り営業窓口

電力会社の系統に接続するためには事前協議と設備準備が必要です

○ 地点設備の管理者 ： 使用許可協議

協議先 ： 設備管理者（砂防ダム，多目的ダム，農業用水路等）

別に設備の管理者がいる場合には，使用許可をとる必要があります

事前協議と
申請手続き

Step4

許認可手続きにより，
スケジュールに大きく影
響する場合があります
ので，注意が必要です

Step4許認可申請は，
Step3～5の間

並列して作業します

- 122 -



無断複製・転載禁止 新潟県

事業計画の策定 Step5

事業実施の決定を受け，
「事業スケジュール」「資金調達計画」を策
定します
また，詳細設計（実施設計）や許認可申請，
資機材の発注手配を行います

• 並列して進めていた許認可申請のスケジュールを踏まえた事業スケジュールを策
定します

• 補助金を利用する場合は，申請時期に合わせたスケジュールにする必要がありま
す

• 必要な許認可は，必要となる時期までに取得しておきます
• 資機材手配は，納期のかかるものが多いため，スケジュール調整が必須です

事業計画の策定

ポ
イ
ン
ト

• 建設資金が，自己資金でまかなえない場合の資金調達については，自治体であれ
ば地方債起債が，民間であれば金融機関からの借入が一般的です

• 自治体の新しい資金調達の方法として，市民向けミニ公募債を実施する事例もあり
ます

資金調達計画

ポ
イ
ン
ト

無断複製・転載禁止 新潟県

詳細設計で作成するものは，以下のとおりです

○ 予算設計書

資機材材，工事費を詳細に積み上げて，建設予算を確定します
（系統連系関連の費用も漏れずに積算します）

○ 設計図面

発電所の構造図および縦断面図
（許認可協議資料で使用するため，事前に作成済みの場合もあります）

○ 構造計算

工作物の基礎の安定計算，鉄管の応力計算，水理計算等を行います
（許認可協議資料で使用するため，事前に作成済みの場合もあります）

○ 詳細工程表

着工から竣工までバーチャートを引きます

○ 系統連系関連資料

系統連系協議に必要となる資料（単線結線図等）を作成します

事業化の決断を受け，
事業実施のための詳細設計を
実施します。

詳細設計（実施設計）

Step5
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発電所の建設 Step6

• 各種法手続が完了し，許認可・同意を得たのち，現地工事に着手できま
す

• 工事が完了したら，性能確認試験を実施し，要求仕様を満足する性能が
あることを確認する必要があります

• 電力会社との系統連系がある場合には，電力会社立会によるつなぎ込み
を行います

建設工事の実施

ポ
イ
ン
ト

○ 水を通さない状態での確認試験や，実際に水車に水を流した状態での実
試験などを行って，詳細設計で決定している要求仕様が満たされているの
かどうか，確認をします

○ 流況等諸条件によって実現できない試験がある場合は，協議のうえ対応
方法を決めます

性能確認
試験

○ 事前に実施しておいた系統連系協議に基づいて，電力会社の系統へつな
ぎ込みします （系統連系がある場合）

○ 電力会社との充分な調整が必要になります

系統連系

無断複製・転載禁止 新潟県

運転開始と維持管理

○運転監視の仕方（方法）は，様々な方式があります。

○ 簡易な監視方式を採用すれば，

監視装置にかかるコストは削減されます。

トラブル発生時の対処が遅れ，事故が拡大する可能性があります

運転体制

電気工作物に関わる電気関係省令を理解し，正しい解釈を行い，
“合理的な”運用を行います。

○ 合理的な保守方式にすれば，保守費用は抑制されます。

○ しかし，経年劣化の発見が遅れたり，事故トラブルの波及により,
運転に悪影響を及ぼすことが考えられます。

○ 機器仕様と整合した保守を計画することが重要です。

保守体制

Step7

• 保守をきちんと行うことで，安定的，継続的な発電が維持されます
• 自分たちでできることは積極的に行うなどにより，コスト削減も可能です
• また地域住民や地元企業が参加することにより，地元での理解増進や
一層の普及につながる可能性があります

運転開始と維持管理

ポ
イ
ン
ト

適切に保守するこ
とで，水車は数十
年という長寿命を
維持できます
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○ できるものは,自分達で実施します。
できないものや,誰かに頼んだほうが安上がりなものは外注します。

○ 効率的な運用を心がけることで，コストダウンが可能です。

○ 地元に慣れ親しまれるマイクロ水力として,みんなで管理(分業)します。

日常巡視
体制

○ 定例点検は，設備の健全性を維持することを目的に実施します
設備の種類によって定期的に保守する間隔は違いますが，一年に一回の
点検を実施することで，設備は長寿命化します

○ マイクロ水力は地元の企業でも直せる可能性のある設備です

○ 知見を持つ保守事業者（専門家）の意見を取り込むことで，低コストで長寿
命の機器運用が実現できます。

定例点検
トラブル
対応

持続可能な再生可能エネルギーの
利活用による，
エネルギーの地産地消
地球環境の保全 の実現へ

自分たちの発電所
という意識を大切に

Step7

資料提供：東京発電(株)
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スタートから 約１～３年

マイクロ水力発電所 実現までの道のり

Step0 Step2
基本調査
概略検討

Step3
事業性
評価

Step4
許認可
手続き

Step5
事業計画
の策定

Step6
発電所の
建設

Step7
運転開始
維持管理

Step1
初期の
取組

候
補
地
探
し

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
確
認

導
入
目
的
確
立

基本調査

概略検討

可
否
判
断

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
化

資
金
調
達

詳
細
設
計

資
材
手
配

工事発注･着工

通水試験

竣工検査

運
転
保
守

許
認
可
取
得

スタート

安
定
運
用

そ
の
他
評
価

経
済
性
評
価

調整

再調査

戻る

戻る
戻る

戻る

農業用水路向け水車設置事例

直営で検討可能
（一部委託有）

発電所
完成

■マイクロ水力発電事業は，対象となる水を管理する団体等で実
現できますし，合意が得られれば民間企業でも可能です

■取組の第一歩は「候補地探し」と「導入目的の明確化」からです

約３ヶ月

約３ヶ月

約６ヶ月

約６ヶ月

約３ヶ月

※各Stepに記載した期間は，一般的な目安期間であって，諸処の事情により変化します
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マイクロ水力発電の導入チェックリスト

ステップ チェック項目 チェック欄

1

① 候補地点の確認

・どのような水か（どこが管理し、どのような用途に使われているか等）確認しましたか

・流量（水の流れる量）について確認をしましたか

・落差（水面の高さ）について確認をしましたか

② 導入目的の明確化

・導入の目的ははっきりとしていますか（収益ですか、環境貢献ですか、街づくりですか）

③ 役割分担の検討

・直営と外注の役割分担について方針は決めましたか（検討や調整はしましたか）

2

① 基本情報の調査

・発電ポテンシャル（発電する大きさ）についてはわかりましたか

・河川法、電気事業法等の関係する法令や手続きについて概要を把握しましたか

・立地環境（設置・工事スペース、住宅、景観、生態系等）について調べましたか

・交通アクセスについて確認しましたか

・既存の電力系統（電力会社の配電線とのつなぎこみ）までの距離と配電電圧について確
認しましたか

・水車設置による上流・下流への影響や水質（ごみ等）の状況について確認しましたか

・流量（水の流れる量）について年間通じて（変化）把握していますか

・国、県、市町村等の補助金制度について把握していますか

② 発電した電気の使途

・発電した電気の使い方（売電、自家消費）について検討しましたか

③ 概略検討

・発電使用水量（発電に使う水の量）を算定しましたか

・水の取り口と出し口について地点選定をしましたか

・使用する水車と発電機を選定しましたか

（流量、落差、形状、効率、費用、管理方法、耐用年数、周辺環境への影響について加味
し選定）
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ステップ チェック項目 チェック欄

・発電規模、発電電力量について算定しましたか

・概算工事費（機器費、工事費）について算定しましたか

・事業費（直接経費、間接費、資本費）について算定しましたか

3

① 経済性の評価

・収入額について算出しましたか

・投資回収年について算出しましたか

② 経済性以外の評価

・二酸化炭素削減、環境学習等に対する機会提供頻度、観光等地域振興に対する影響
等について評価しましたか

③ 総合的な評価

・経済性及び経済性以外について総合的な評価をしましたか

③ 事業実施を決定しましたか

・事業実施の可否の検討を行いましたか（→検討結果によっては再検討や中止も）

4

・許認可申請について関係各所と事前協議を行いましたか

（河川法、電気事業法、電力会社と系統連携協議、設備管理者と使用許可協議）

5

・事業計画を策定しましたか

・資金調達について計画を立てましたか

・詳細設計（予算設計書、設計図面、構造計算、詳細工程表、系統連系関連資料）を行い
ましたか

6

発電所の建設において、以下のことを実施しましたか

・性能確認試験を実施し、その結果は要求仕様を満たしていますか

・系統連系（電力会社の配電線とのつなぎこみ）を行いましたか

7

運転開始に当たり、以下の体制を作りましたか

・運転体制を作りましたか

・保守体制（日常巡視、定例点検、トラブル対応）を作りましたか
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事業計画の策定

発電所の建設

運転開始と維持管理

事業性（採算性）の評価

許認可申請（事前協議）
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